





































































地域 におけ る住 宅 ス トック ・フ ロー記 述 モデル
モデルの 概要
住宅 ス トック ・フロー記述 モデル




























研究 の 目的 ・方 法
人 口 ・世帯









































































































住 居移動パ ター ン
















































































































































































































































本研究は全体が23章になってお り,それ らを4部 より構成 している。
第1部総論は2章 より成 り,まず,第1章 研究の目的と方法で研究の目的と方法を明らかにし,さ
らに,本研究の構成を示 した。
第2章 居住環境整備基本計画の役割 りと方法では,都市圏における居住環境整備基本計画に直接的




した地域性を持 った居住環境整備基本計画を確立 していく必要性を指摘 している。そのうえで,基本
計画の役割りを明らかにした。次いで,居 住環境整備基本計画はフィジカルプランニングの一種 とし
てとらえられることから,まず,フ ィジカルプランニングとしての一般的な計画プロセスを明確にし,
それに基づいて都市圏を対象 とする居住環境整備基本計画の場合について,そ れを構成する計画 フレ
ーム,計画プロセス,調査分析の方法などについて示 している。
第II部基本計画立案のための調査解析は,12章より成 り,それ らを対象分野により豆一1部 と皿一
2部とに分けている。
第3章居住地構造及び定住と移動の解析では,具体的な調査研究を進ある前提として,本研究で取り
上げた居住地構造 と定住 と移動の解析,さ らに,居住環境整備基本計画立案のための資料 ・データ,
解析方法とその有効性についてまとめている。即ち,居住地構造の分析では,そ うした分析の役割 り,




住と移動に関しては,ま ず,そ れらの定義など概念的考察を行い、次いでその規定要因,居 住環境整
備基本計画との関わりについて明らかにした。さらに,分析のための資料,デ ータの種類とそれぞれ




第4章地域における住宅ス トック ・フロー記述モデル,及び,第5章 地域における住宅・世帯記述モ
デルでは,対象地域における住宅の需給計画立案のために適用できるようなふたつの数理的モデルを
開発 し,提案 した。
第4章 のものは,住宅のス トックとフローを同時的に表現するモデルで,住 宅タイプ,立 地地域区





対応関係を表現できる数式モデルを示す。このモデルでは,世帯数変化,同 居 ・非住宅居住,空 家数,
減失戸数を同時的に表現できる。
第6章 既存統計を用いた都市 における居住地構造の分析,及 び,第7章 国勢統計区区分による都市
構造の分析では,都市圏を対象 とする居住地構造の分析を行 っており,いずれも,国勢統計区を地域
区分コー ドとする既存統計を用いている。そ してそれらは,国勢調査,住 宅統計調査などセ ンサス ・
データの共通地域区分として用いられており.時系列的にも整備され,多方面にわたる精度の高いデ














環境状況や居住歴や将来計画などに関するデータを入手 し,それを用いて駐 髄 の実態を把握 して
いる・具体的には註 宅の所有関係・建て方又は入手方法を考慮 した居住タイプを分析軸とすること

























にできることを示 している。さらに,仮説的 レベルにとどまるが,住 居移動の法則として,居住水準




ータを用いて,属性相関係数や林の数量化理論第1類 により分析 している。その結果,定 住(住 みか
え)志 向は,住宅規模と世帯主年齢に強 く関わること,さ らに,敷地面積や世帯収入などとも関わる
ことを明らかにしている。
第 皿部政策 ・制度 。手法 の適用 とその評 価は9章 よ り成 り,そ れ らを対象 とする政策 。制度 ・手法
によ り皿一1,皿 一2,皿 一3の3部 に分 けてい る。
第14章政策 ・制度 ・手 法の適 用 とその評価 では,居 住環境整備 に関わ る政策 ・制度 ・手法 には,そ
一3一
れらを実現手法の特性からみると,大 きく事業 ・規制 ・誘導の3種類があることか ら,それぞれにつ
いて計画手法としての特徴,限 界などについて考察 している。次いで,居住環境整備基本計画におけ


















こと,な どが把握され,分 析上有用なことを示 している。




値の厳 しいものでより顕著であること,な どを明 らかにしている。
第18章戸建住宅地における土地利用強度コントロールに関する一考察では,典型居住地における戸
建住宅を主 とす る住宅地の土地利用強度分布の分析から,建築利用分布曲線を新たに導入 し,それを













途地域,主 要道路との位置関係などがあげられること,などを明 ら♪ にしている。
第20章道路位置指定による宅地開発の実態と問題点では,道路位置指定による宅地開発について,
その分布,件数,開 発タイプ,開 発者の種類などについて経年的変化を含めて示 し,さらに,宅地開

































う。こうした体制による都市づ くりはかなり効率的で全国的に同一水準を確保 した基盤づ くりを進め










如 している,又 は,あ るとしてそれが名目的なものにとどまっていたり,極めて一部に限定 されてい
ることに原因を求めることができよう。さらに,このような計画の不在は,現在の縦割り的行政組織
からくる制約やそれを担うべきであると思われる自治体に十分な権限や財政能力が賦与されていない
ことに帰因すると思われるが,そ のような計画を立案,作成 していくたあの計画理論が十分確立 され
ていないことも重要な要因であると考え られる。
都市圏における居住環境整備計画に関わるこれまでの研究 としては,住宅問題,都 市計画,建 築計
画,土木計画などの分野から様々な研究がなされてきているが,都市圏における居住環境整備のため
の基本計画の方法を確立することを主目的としてアプローチしているものは無い。また,大 都市及び






れを 「居住環境整備基本計画」と命名 している。そ して,そ うした都市圏における居住環境整備基本

























それらをなるべ く同時的,総 合的に把握 していく必要がある。そのため本研究を進めるにあたり以下
のようなことを行い.そ うした総合的分析の確保に努めた。
第一に,調査研究などを行 うに際し,計画に有効な単位を考慮 しっっ分析のための単位を決定 した。








関係を明らかに していること,第5章 で住宅数 と世帯数の量的対応関係を表現できるような数理的モ
デルを提案 していること,などがあげられる。
第三に・住宅のス トックとフローを同時的にとらえる工夫を し,なるべ く住宅ス トックの時間的変

































当するのは,第4章 の住宅ス トック ・フロー記述モデルの開発,第11章のマルコフ連鎖,第15章のゴ
ンペルツ曲線の応用などである。
4)既 存資料の活用





















本研究は図i-1に 示すように全体が23章 となっており,それらを4部 より構成 している。その




剃 部では・基本計画立案のために必要となる縮 分析燗 わるテーマを扱。てし・る.まず涕3
章で駐 地離 及びその主要嬢 動要因である人 ・閥 と鋸 移動についてその噺 方法や解析プ。
セスについて一般的な考察を行い.それに基づいてより研究的追究が必要であると思われるテーマに
ついて第4章 ～第13章で具体的矧 究を行 ・ている。そのうち,剃 一1部では主 として駐 地髄
の噺 のための研究磯 つかの側面より行・ている.まず,第 ・章,第 ・章で鞭 的モデルの醗 ,提案を行
・ている・具体的には・第 ・章で一定の地域における住宅のス ・。クと。。一の量的関係を
同時的かつ経年的に獺 できる数理モデルを開発,提案 し,第 ・章では,住 宅統翻 査結 を用いる
ことを前提とし註 戸数と世騰 の量的対艘 係臓 現する・とが
できる数理的記述モデルを開発,提案 して


















政策 ・制度 ・手 法 の適 用 とその 評価居住地構造の解析 定住と移動の解析Il唖,
(14章)
居住地構造の分析 士 定住 と移動の分析轡
































マ ル コ フ連 鎖 を用 い た住居










































戸 建住 宅地 にお け る土地利 用















































いて示 し,適用例について考察 している。第12章では,具体的に金沢市を取 り上げ,そ こでの移動世
帯を対象とする調査データに基づいて住居移動の構造を分析 している。最後に,第13章では,実際の
移動の背景となっていると思われる定住志向にっいてより詳細に明らかにするため,居住世帯を対象
とす る調査データを用いて定住志向を規定 している要因について分析 し,明 らかにしている。
第 皿部では,計画の評価及び計画を実現するための各種の政策 ・制度 ・手法を適用 した結果の評価
を行 っている。まず,第14章で,居 住環境整備に関わる政策 ・制度 ・手法について計画手法 としてみ
た場合,事 業 ・規制 ・誘導の3種類があることを示 し,それぞれの特質を明らかにし,それらの評価
研究のあり方について考察 している。
次に,幾つかの具体的政策 。制度 ・手法又は計画案を取 り上げ,研 究している。















第 皿一3部 では,居住環境整備を進めるために考えられる計画手法について,地 域住民へのそうし
一15一







をまとめ,さ らに,今後 に残 された研究課題について考察 している。
一16一
第2章 居住環境整備基本計画の役割 りと方法
















労働力,お よび,公共 ・民間投資,政 府補助金など資金に関 して中 ・長期にわたる手当て,調 達準備
を行うために用いる。




第四に,これとも関連するが,交 通輸送力,産 業雇用力,都市施設等の地域配置との調整を行 った
り,また,各種の事業計画に居住環境整備を進めるための関連事業を組み入れていくために用いる。
基本計画は,このような役割りを果 していくために用いられるが,こ れらの他に,居住環境整備基
本計画に基づ く地域イメージ又は将来像を定立 してい くといった役割 りも重要である。





では,ま ず フィジカル ・プ ラ ンニ ングの方法 につ いて明
らかにす る。 こ うしたフ ィジカル ・プ ランニ ングは一般
的に図2-1に 示す ような主要 な計画 ステージを持つ計
画プ ロセスを持 って いるととらえることがで きる。
① 計画 を進 める前提 とな る目標 を定立す る(Goal
Formulation)。
② 計画対象 とな る地 域空間又はその一部 につ いて調
査分析 を行 う(SystemAnalys給)。
③ それ らに基づいて計画目標を最 も合理的に達成 出
来 るよ うな計画を立案す る(Planning)。
④ 計画案又計画代 替案 を,そ の可能性,実 行性,財
源力な ど様々の面よ り評価する(ProgramEvaluation)。
もし,問 題等があ り実行す るのにふ さわ しくない と判 断








フ ィジ カル ・プランニング
の主要 な計画 ステー ジ








































的状態について空間的分布状態に留意 しなが ら明 らかにする。具体的には,住宅の建築形態,規模 ・







「住宅供給」では,こ のように明らかにされた 「住宅需要」に基づいて,住 宅供給の主体別に供給
住宅の種類,戸 数,及 び,時間的スケジュールを明らかに し,それぞれが住宅需要の内容と量にどの
ように対応 しているのか明確にする。その際,特 に公共的住宅の果たす役割 りとその他の民間住宅の
果たす役割 りを明確に し,それ らが補完 しながら全体として地域の住宅需要に対応 していくように組
立てる必要がある。
「宅地供給,土地利用計画」では,こ れらの 「住宅供給」が良好に基盤整備された宅地の供給 と結
びつ くように,供給主体別,及 び,形成手法別に宅地の規模,形 態,立 地,宅地構成などを配慮 した
宅地の供給計画を明 らかにする。さらに,宅地供給が住宅建設と密接に連動 してい くことの保証とそ
の時間的スケジュールを明確にすること,住居系以外の工業系,商業系などの土地利用との相互関係,
及び,都市圏交通体系との関わりを明 らかにする。
「住宅管理,社 会福祉との連携」では,まず,住 宅や宅地の供給は既存ス トックと合理的な関係を
有 し,新規供給されてから建て替え,減 失までの継続的な維持管理が十分でないと有効 とな らない恐
れがあることを考慮 して,そ うした計画を立てていく。その際,特に民間住宅に対 して社会的資産 と
しての位置づけをはっきりさせ,そ れらの維持管理を公共的政策体系のなかに組み込んでいくことが
必要である。さらに,住宅は生活の最 も重要な基盤施設であることか ら,住宅問題の発生,所 在は都





地,景 観の形成に対する褒賞,優 良なものを形成す るには社会的な協力関係やセルフコントロールが



























居移動を解析する。それに基づいて,都 市圏における住宅需要を推計 し,住宅 ・宅地の供給計画を立
案する。第二には,よ り広範な居住地を中心とするもので,居 住地構造を把握するため,居住地の類













種類 と内容を考察 し,さらに,そ の解析方法の検討を行 う。その際,何 らかの社会調査が必要となる
場合は,利用できる資金,時 間,人 的能力などを考慮して調査の方法等を決定 し,調査票の設計,対















宅必要数を推定 している。第二に,一 定の居住水準を設定 し,そうした居住水準以下の世帯数の算定
を行い,それ らの世帯の解消のために必要な住宅建設戸数を算定 している。こうした居住水準 として
は,老朽住宅居住,過 密居住,同 居,住 宅以外建物居住などの住宅難指標,及 び,第 皿期計画以降導
入されている最低 ・平均居住水準,基 礎的 ・誘導的居住水準があげられる。第三に,住宅建設計画が























このような特色,問 題点を持っているが,住 宅建設計画は今後 これ らの問題点を改善 し,さ らに,
















公園,下 水道など法的都市施設,し か も,比較的大規模なものに限定されていることである。
これは,建設省都市局が主 として扱う分野であり,現行の縦割 り的行政の枠内にほぼ限定 しているこ














が,宅地の供給は市街地整備とも深 く関わって くるため,そ の立地,住 宅である上物整備など都市計
画上の問題 と不可分の関連を持つが,現 在の計画ではそれらの配慮が不十分である。





































































などのステージが考え られ,住宅の場合は,建 設,改善,維 持管理,老 朽化,建替,減 失,用 途変更
などのステージ又は用語が考え られる。これを分析するには,対象を長期間にわたり観測するか,又
は,ス テージの異なるサンプルを収集 し,変化を推測することが考えられる。具体的には,住宅の建
築時期など変化を翻 する指標を収集 し,・ジステ ・・ク曲線や ゴ・ペルツ曲線などの成長曲線モデ
ルを用いた分析などが考えられる。
⑥ 構成要素間の因果的関係







の方法で鵜 分割を行う・とが構造噺 の有効妨 法のひとっとなる
.そ うした地域分割を行 う、こ
は・分割されたそれぞれの地騨 同質的離 を持つ・とを基本とし
,分榊 緬 的地駆 分としての
有効性浦 用なデータや分析手法の存在などを考慮 して決定 していく
。
⑧ 総合的分析
















するものであり,主として既存資料の収集,選 択,及 び,そ れらを前提とした解析方法の選択により
進あられるマクロな居住地構造の解析である。主としてこれに基づいて基本計画が立案されることに
なる。もうひとつは,ス クリーニング等により抽出された特定地区について,よ り地区を限定 した詳
細な解析である。そのためには,現地踏査を含み,都市全体の解析結果を参照 しつつ,地区に限定し










上式において関数fα は地域により異なることが考え られ,さ らに,tに よって も変化 していく。
そのため,具体的な数式表現 としては困難な場合が多いが,幾 っかの特定の側面についてはその本質
的構造をこのようなモデルとして求めることが必要と思われる。また,居住地は人と空間がそれぞれ





の基本計画の計画 レベルは,その目的,対象,計 画手法によっても異なって くるが,詳 細計画,概略
計画,場合によっては,非計画などが考えられる。
5)動 的安定の計画(Pr㏄essPlanning)
計画とは,現象(事実)に より変化の法則を明らかにして,変 化の方向,変 化の幅などを目的に沿
うようにあらか じめ定めるための一連の行為であるとも言える。こうした考え方は,計 画プロセスを
重視するプロセス ・プランニング(Pr㏄essPlanning)の考え方と共通するところが多い。前述の
ように,居住地が時空間的存在として常に変化 していると考えた場合,図3-2に 示す ように,そ の
変化の方向,幅 などを 「計画」することになり,それは居住地の場合,「動的安定の計画」であると
言える。抽象的には,現象の変化(現 象カーブ)は,そ れを制御 している機構の影響(復 原カーブ)








現 象 カ ー ブー '一 、1 復 原 カ ー ブ
































象は,人 とその属性,移 動理由,移動地点などであり,また,主 に仕事上の理由などによる広域的移
動をとらえることが中心 となる。これに対 して住居移動は,移動現象を主として定住する居住施設の













言 う定住性とは,現象的には人が一定期間安定 して定住することを意味しており,ま た,実態的には














計'そ れぞれの地域で独自に収集 ・整理される地域統計,さらに,行 政的な業務に関連 して収集.整
理される業務統言+などがある・このうち詣 定繍+は 印刷物 とな。て公刊されるなど一般に入手 し易
いが,地域統計,業務統計となるに従い,そ の入手がやや困難になっていく。業務資料には,官公庁
のものと民間のものがある・訟 牒 務資料は,プ ライバ シーに関わるなどの他は原則 として_般 の
アクセスを認めるべきであると思われるが,一般的には極 く限 られたものにっいて特定のケースしか
利用できない場合が多い・賄 の場合は詮 業醐 と関わるため一般の利用1ま認められない場合がほ
とんどである。






表章されたカテゴリー区分を集合化 したり,分割化 したりする。ただ し,分割化する場合にはその
データ精度は低下せざるを得ない。また,必 要とする時点のデータが得 られない場合,前 後の既存デ
ータを利用 して中間時点のデータを何 らかの方法で推定する必要がある。さらに,必要とする地域の
データが得 られない場合,入 手できる他地域のデータを援用 して補正することによりあてはめること
が考えられる。
b解 析方法の工夫
既存資料を前述のように工夫 して も必ず しも十分でない場合が多い。データの精度,内 容に合せた
解析方法を用いる必要がある。
c.補完データの収集
直接目的とするデータが得 られない場合,間 接的に分析できるような種類の既存資料を収集す る。
② 調査資料
ここで言 う調査資料とは,特定の目的に従ってオ リジナルな調査を実施することにより得 られるも
のの総称である。その最も大きな利点は,特 定の 目的(計画)に 直接役立つデータが得られ易いこ
とである。具体的には,対象地域,地 域分割の方法,調 査時点一多 くの場合は最新データ,表章形式




































巨 町 村 行 政 界
メ ッ シ ュ ・デ ー タ
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し
図3-7地 域 区分 の体 系
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作性,時 間的安定性,数 理的解析への適用性など極あて秀れた特性を持 っている。 しか し,既存デー
タが非常に少なく,存在す る場合で も500m単位など居住環境整備計画を目的 とするものには大き過











べる。現況分析,構 造解析,予 測,数 式モデルによるシュミレーションなど,計画を立案する上で,
科学的方法を用いる必要性が高まるとともに,電子計算機の発達及び普及,デ ータの整備,解 析手法
の開発とその普及などにより,かなりの早さで様々な計画に用いられる解析手法が蓄積されてきてい













難いものに分けられる。把握 し易いものとは,一般的に,数値化 し易いもの,及 び,普遍的にみられ
る事柄に関するものである。把握 し難いものは,こ れとは逆で,地 域の固有性,歴 史性,伝 統性など
と深く関わっているもの,住民の意識,プ ライバ シーに深 く関わるもの,さ らに,全 体的な構造など





くなる。また,モ デル操作により,現実のなかで行 うことが困難である予測,再 現,実 験,計 画の適
用などのシュミレーションが比較的簡単に行え,そ れらを通 じて解析 レベルが向上することになる。
一方,モデルを用いた解析の限界,問 題点 としては以下のような ものがあげられる。即ち,モ デル
化を行 うことは,現象の数式化を行 うなど一般的に対象を抽象化する度合いが高 くな り,その結果,

















当すると思われる。後者には,解 析,計 画者の蓄積された経験を生かすこと,解析,計 画の一連の作
業に必要十分な時間をかけ長期的に取 り組むこと,地域の実態を最も良 く把握 している住民 ,行政担















総合的に考慮 して,特定の地域空間へ,経 済的,空 間的制約条件下で,整合性を持 った空間的計画と



















第4章 地 域 に お け る住 宅 ス トック ・フ ロー記述 モ デル
4.1モ デルの概要









ストックもまち 新築,住 宅への用途変更等のフロー(F)に よる増加と,減失,用 途変更等による






以上のことを踏まえて,以 下順次モデルを組み立てる。全体のフローチャー トは図4-3に 示すよ

















るマ トリックスS(t)を つ くる。次に,それ らが丁期間に老朽しながら存続する率,お よび,改修
によって老朽度が若返る率をそれぞれ定義 し,それ らを掛け合わせることによりS(t)のT期 間に
おける老朽度分布の推移を表わす推移マ トリックスT(t,t+T)をつくる。推移マ トリックスには
老朽による住宅の減失も含む ものとする。 こうして得 られたS(t)のT期 間後のマ トリックスに,










宅のタイプ分類を しなければな らない。また,モ デルを実際の計画に応用するためには,現在利用可
能な統計調査資料に基づ く分類も考慮 しなければならないと思われる。ここでは既存統計である住宅
統計調査報告(以 下住調 と称する)の利用を前提としてモデルを組み立てる。住調 における住宅の分
類は住宅の種類,所 有の関係,建て方,構造などといった基本的なもの,さ らに,住 宅の居住水準,設
一44一




4.2住 宅 ス トック ・フ ロ ー記述 モ デル
4.2.1住 宅 ス トックの表 現
今,住 宅が6分 類 された と仮定 す る。t時 点 における住宅 ス トックをA,B～Fの サ フィックスを
っけてマ トリックス表現す ると,次 のよ うに表 わせ る。
住宅 タイプ
ABC…






t時 の 住 宅 ス ト ソ ク
S(to)
v
改 修 マ ト リ ッ ク ス
R=(γ 盛ゴ)
推 移 マ ト リ ッ ク ス
T(tzコ)
存 続 マ ト リ ッ ク ス
O=(0葱 ゴ)
弾 く




(t+T)時 の 住 宅 ス ト ッ ク
S(to+T)







:t時点 におけ るA～Fの 住宅数
次に,対 象地域 のどこに分布す るのかを示す ために,地 域 をn分 割(1,2、 …… 」,… …n)す
る。例えばA住 宅のjゾ ーンのス トック数 をaブ で表 わす と,SA(t)は 次 のよ うに表 わ され る。
SA(t)=〔a1,a2,・ ・…・,aπ 〕(43)
さ らに,住 宅の老朽度 の表現について考 える。前述 したように,住 宅は新築 されてか ら年数が経過
するに従 って一般的には老朽化 してい くが,必 ず しも経過年数が そのま ま住 宅の老朽度 を表 わさない。
今,住 宅 の老朽化 の過程 は経過年数 とと もに図4-2の よ うな減耗カ ーブと して表わす ことがで き
るとす る。減耗カー ブは初期投資の質 によ り異な ったカ ーブを描 くと考え られ,住 宅ス トックの種類
ごとに一定の減耗カー ブを想定で きる ものとす る。住宅の建築時か らの経過 時間を一 定時間Tでm区
分す ることによ り,老 朽度(1,2,… …,m)へ 図4-2の よ うに変 換でき る。 この よ うにすれば,














のよ うに表わ され る。






別 の タイプの住宅 について も同 じ表現方法で表わす ことがで きるか ら,住 宅 ス トック全体 は,
S=〔Sム ・SB,… …,SF〕(46)
と表 わす ことがで きる。
また,式(4.5)に さ らに規模 区分表示 をす るには ,ゾ ー ン区分 ごとに規模別 老朽度別表示を行
なう3次 元マ トリックスとす るか ,又 は,ゾ ー ン区分のかわ りに規模 区分を用い るかすればよい。.
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4.2.2改 修 マ トリ ックス
住宅は利用 されなが らその時間経過 とともに,① 老朽化,② 居住世帯 の世帯員増加等の世帯成長 に
ょる狭小化,③ 用途変更,な どの理由で改善,改 築,増 築が なされ ることが多 い。 ここでは改善,改
築は住宅に対す る改修 と して と らえ,増 築 は規模増大 を伴 な うのでス トック表現 に影響を与 えるが,
利用可能なデータがほとんど得 られな いこともあ り,増 築 を改修 に含めて考 えることに し,規 模増大
を直接考慮の対象 としない。
さて,住 宅に対 して改修が なされた場合,減 耗カ ーブにそ って減耗 しつつあ った ものが,図4-2
に示すよ うに改修時点で破線 で示す よ うな減耗 カーブに移行す ると考え られ る。 これは住宅の耐用年
数が延びるともとらえ られ,老 朽度 との関連で は老朽度 が逆進 して"若 返 る"と して みなせ る。老朽
度が逆進す る度合 いは改修の程度 によ って異な る。 また軽微 の改修で は老朽度 は変化 しない。前述 の
ように減耗 カーブは住宅の種 類によ って一定 とみな し,さ らに改修 による老朽度 の逆進の分布 は住宅
の立地条件 によって変化 しない.とす ると,そ の延 びの分布は次のよ うに考 える ことがで きる。
改修によ って老朽度iの 住 宅が老朽度i-1,i-2,……,2,1の ランクとなる住宅数をa乞_1.ピ,
az-2.わ………,a2.乞,ahと す ると以下のよ うに表わせる。
aノ乞=a観1・`+a㌃ 一2・`+… ……+a/1%(`=1,2,… …,m)(47)
碗:住 宅 タイプAで 老朽度iの 住宅 のうち改修 される総数
暁一1%,a㌘2・乞,… …,a'1・z:改修 によ り老朽度がiよ り逆進す る分布数
右辺 の各項に対 して次 のよ うな改修率が定義 され る。
・卜…-a智1● 乙 ・ ・函 一 察 乞 ,… 一 ・壽(・ ・)




場 がa乞 プ の う ち 改 修 に よ っ て 老 朽 度 がiよ り1へ 逆 進 す る ス ト ッ ク(♂=iの 場 合 は
逆 進 し な い も の)
以 上 よ り次 式 が 成 立 す る。
γ1`十 γ2`十 … … … 十 γ``=1G=1,2`,・ ・… ・,m)(4ユ0)
式(4-10)よ り 次 の よ う な 改 修 マ ト リ ッ ク ス が 定 義 さ れ る 。




式(4.5)に 改 修 マ ト リ ッ ク ス 式(4.11)を か け た も の は,t時 に お け る タ イ プAの 住 宅 ス ト

















4.2.3存 続 マ トリ ックス
(t+T)時 のタイプAの 住宅 ス トックSA(t+T)も 式(4.5)と 同様 に して表現で きる。
SA(t)と の対応 は次のよ うにな る。
a乞プ(t)一 一一→a乞+1・ブ(t十T)
上 の関係 において もi=mの 場合,aπ ・1・ブ(t十T)は すべて減失す るか居住不可能 にな るとみ
なす。
通常住宅ス トックは一定時間Tの 間 に,① 建 て替 え,② 除却(災 害等 による減失 を含 む),③ 住宅

























42.4推 移 マ トリ ック ス
式(4.12)に 存続 マ トリックスをか けた もの
OA(t,t+T)・RA(t,t+T)・SA(t)(415)
は,t時 の住 宅ス トックSA(t)がT時 間の間に改修 を受 けてt+T時 にどれだけ存続 してい るの
かを住宅の種類 ご とに老朽度別,ゾ ー ン(ま たは規模)別 に表わすマ トリックスであ る。 ここで,
TA(t,t+T)=OA(t,t+T)・RA(t,t+T)(4.16)












42.5住 宅 モ デ ル












となる。式(4.5),式(416)よ り,タ イプAの 住宅の場合における住宅ス トッ




O,、(γ、、a、+γ 、,a,+… ・・… ・+γ ・…)0
0、、(γ、,a,++γ ・那・π)0





























ところで,既 存の住宅関係の統計調査では住宅ス トックに対する修繕,増 改築を把握 しているもの
は極めて少ない。昭和53年「住調」の全国編では,「持家の新築と増築等」の調査として 「住宅の種
類,居 住室の畳数,昭和49年以降に居住室を増築 したか否か及び増築により増加 した居住室の畳数別





9,●rの ● ■oo t十1-T～t t十1～t十T
t a彿(の ,■ ●7,● ● ● ● a1(t)
t十T a聯1(t+T) ..・,,●o・9 a2(t+T) aエ(t+T)
別持家数及び1住 宅あた り増加畳数」 の全国,市 部におけ る集計が なされて いる。 これ らのデータは
いずれ も増築 による住 宅の規模 の増加(建 て増 し)に 関す るデータであ り,本 モ デルの改修率に定義
したよ うな住宅の減耗 段階(老 朽度)の 変化 と して とらえた もので はない。住宅ス トックの分布を老
朽度のかわ りに規模別 区分で表現 した場 合,こ のデータを用いてス トックの規模分布 の増築 による変
化を表現す るマ トリックスをつ くることは不可能で はない と思われ るが,ス トックの改修 による老朽
度の逆進 の分布 と しての改修率を このデータにより定義す ることには無理が あると思われ る。
一方 ,ス トックの老朽度別分布を表現 し得 るよ うな データとしては,「 住調」 に建築時期別のス ト
ックのデータが あり,こ れを利用す ることが考 え られ る。
例えば,昭 和53年の 「住調」で は,住 宅の建築 時期 は 〔終戦前 〕,〔終戦時～昭和25年〕,〔昭和26
年 ～昭和35年〕,〔 昭和36年～昭和45年〕,〔昭和46年～昭和50年〕,〔昭和51年～昭和53年9月 〕に
6区分 されている。住宅 ス トックの老朽度を表 わす ひとつ の方法 としては,上 記 のような区分 に従 っ
て,建 築後経過年数をそのまま老朽度 となみす ことが考え られ る。 この場合,実 際の統計 データの利
用 にあた って は,建 築後経過年数を一定 の時間間 隔で区切 る必要 があるので,建 築時期 区分を一定に
統一す る必要が あると思われ る。
次に存続 マ トリックスを求め る方法にっいて考察す る。今,建 築 時期 区分がT時 間間隔 に設定 され
たとす る。老朽度 は直線的 にT時 間経過 ごとに1増 加す るとす ると,タ イプAの 建築時期別住宅 ス ト
ックの老朽度分布 は表4-1の ように表わ され,式(4.13)に よ り存続率が求め られる。
以上 よ り,各 年次の 「住調」の建 築時期別 データを用 いて住 宅ス トックの老朽度 ごとの存続率が算
出で き,存 続 マ トリックスを求め ることがある程度可能で ある。.
また,求 まった存続率 より,t時 点で老朽度iの タイプAの 住 宅のT期 間 にお ける減失率d租 ・、
(t,t+T)は,
d計1・乞(t,t+T)=1-0計1・z(t,t+T)(4.22)

























一 〇A(t ,t十T) (423)
式(423)と 式(45)を 掛 け 合 わ せ る こ と よ ってT期 間 に お け る タ イ プAの 住 宅 の 老 朽 度































最後に,住宅ス トック ・フロー記述モデルの今後の課題 としては,以下のようなものが考えられる。
(1)住宅需給圏域の画定を行い.そ れを対象 とした可能な限りのケーススタディを行 ってみる。





第5章 地域 における住宅 ・世帯記述 モデル
5.1モ デルの概要
このモデルは,一 定の地域を対象として居住世帯乏の関連で第一次的でマクロな住宅需要の推計を





に住宅(S)は 居住世帯のある住宅(S1)と 居住世帯のない住宅(空 き家,一時現在者の住宅と建











さ らに,住 宅 と世帯の対応関係 の経 年変化 は図5-2の ように考える。一定地域のあ る時点(t1)に
おける世帯数{H(t1)}は,一 定期 間に世帯 の分離,結 婚な どによる増加(1)と,一 人世帯の
死亡,他 地域へ の流 出等 による減少(O)に よる 自然 的社会的増減を経て{H(t2)}へ と推移す
る。一方,t1時 にお ける住宅数{S(t1)}は,同 一期間 に新規の供給量(F)と 減失 ・除却 ・























　 τ 慧1∴ 二[主 世帯(H11)
同居世帯(H12)
　叢 二灘:灘縮}}←
図5、-3世 帯及 び住 宅の分類
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5.2住 宅 ・世帯記述 モデル
5.2.1一 般 的 な モ デ ル
前述 のよ うに,あ る地域 のある時点 における世帯及 び住宅は図5-1の よ うに分類でき,式(5.1)








































となる。即 ちあ る時点(t1)における全世帯数(H)と 居住世帯 のある住宅数(S1)と の関係は,
S1(t1)=A(t1)・H(t1)









と な る 。
ここで次の係数を定義する。
β一争
β:全 住 宅数 に対す る空 き家率




と な り,全 住 宅 数Sは,
A。HS=1 一 β
と な る 。 さ ら に,
(1一 β)-1=B







と表わせる。すなわちある時点(t1)における全世帯数H(t1)と 全住宅数S(t1)の 関係 は,
S(t1)=A(t1)・B(t1)・H(t1)(5 .19)
と表 わす ことができる。 ある地域 にお ける必要 な住宅 ス トックの総数 を算 出するには,そ の時点(tl)
におけるA(t1),B(t1)を 推 計または仮定 して 且(t1)を 外生 的に与 えれば求 ま るわ けで
ある。
次 に,世 帯数 と住宅数の時間的推移 における対応関係 を考えてみ る。




と表わせる。住宅ス トックの見か け上 の変化 ∠Sと は,(t1～t2)時 点 間の住 宅 フロー(F)と
減失数(R)と の差であ る。
式(520)によれば,t1時 にお ける住宅数が既知の場合,t2時 にお けるA(t2)及 びB(t2)
を推計 または仮 定 してt2時 にお ける世帯数H(t2)を 外生 的に与えれば ,2時 点間 にお ける住宅
ス トックの見かけ上 の変化 を算 出す ることがで きる。
ここであ る一定 の計画期間 丁を想定す ると,2時 点t,t+Tに お ける住宅 ス トックの見かけ上の





式(5.21)に よれば,∠Sが 算出 された場 合,住 宅 フローF(t,t+T)が 既知な らば,減 失住
宅数R(七,t+T)が 算 出で きる。逆 に,減 失住 宅数R(t,t+T)が 既知な らば,必 要な住宅 フロ
ーF(t,t+T)が 算 出で きる。
5.22住 宅の所有 関係別 のモデル
前節の一般的なモデルを「住調」における住宅の所有関係別分類に従って拡張する。分類は図5-4
に示すとうりである。㈱嚇 鞠 難:1;:謙載
公営賃貸住宅居住世帯 曲 一 一[主 世帯(雷1)
同居世帯(且丑)
公団●公社賃貸住宅居住世帯(酢 一 『 τ嵩灘義
)
民間借家居住世帯酌 一 一 τ嵩離鶉1
)















































1一 γ躍 =A卯 (定義よ りA即 く1.0)
(5.28)
(1+a卯 α灘)








式(5.31)は,あ るt1時 におけ る全世帯数H(t1)と 所有形態xの 住宅数Sギ(t1)と の
見かけ上 の量的な対応関係 を,同 居及 び非住宅居住を含 めて示 した もので ある。 これを用 いることが
できれば,あ る地域 における必要 な所有形態xの 住宅ス トック数が不明な場合 ,A必(t1)を 推計


















で あ る か ら,式(5.31)は,
Sぞ+AyH=A・H






式(5.37)で は,非 住宅居住及 び同居を量的住宅不足 とし,か つ所有形 態yの 住宅 に関す る地域
における居住動 向を踏まえた,全 世帯数 と所有形態xの 住宅数 の量 的関係を示す もので ある。
ある時点t1に おいて式(537)は,
Sぞ(t1)={A(t1)-Ay(t1)}・H(t1)(5.38)
とな る。 式(538)よ り,t1時 にお けるA(t1)とAy(t1)を推計 または仮定 してH(t1)を与
えれば,t1時 に必要な所有形態xの 住宅数Sぞ(t1)が 求ま る。
5.3係 数の考察






た意味 しか持たない。今後,他 の居住水準指標などを組み込んでいくことにより,よ り実用的な もの
にしていく必要がある。
また,式(5.17)で定義した係数Bは,空 き家ファクターを考慮 したものであるが,あ る地域に
おいて実際に居住利用されている住戸数の割合,又 は,余剰ス トック(空き家)の 多さを示している。
定義より1.0以上となるが.1.0に近い程余剰ス トックが少な く,1.0より大きい程余剰ス トックが
多いことを示 している。
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ついて考えてみる。前章の住宅ス トック ・フロー記述モデルを用いることができる場合,減 失住宅数






































6.1研 究 の目的 ・方法
既成市街地を対象とする居住環境整備計画には当該都市全域を対象 として居住地構造の実態的把握
とそれを基に居住地の類型化,居 住地変容メカニズムの分析をまず行う必要 があ る。 本研究では地
方中核都市のひとつである金沢市を対象とし,既往の統計資料のうち人口 ・世帯,住 宅,人 口移動に






内 容 原 資 料 調 査 年 掲載資料
A.人 口 1.人 口 、世 帯 数 国 勢 調 査 S40.45.50資1
2.性 別 人 口 〃 S50 〃
3.労 働 力 状態(6区 分)15才以 上 人 口 〃 S45.50 〃
4.産業(大分類)別15才以上就業者数(総数、男) 〃 〃 〃
5.従業上の地位(5区 分)別性別就業者数 〃 S50 〃
6.性 別 年 齢階 級(17区分)別 人 口' 〃 〃 資2
7.配 偶 関係(3区 分)別15才 以上 人 口
'
〃 〃 〃
B.世 帯 8.世 帯 の種 類(2区 分) 、世 帯 人員(10区分)別 世 帯 〃 〃 〃
数及び世帯人員 〃 〃 〃
9.親族人員の種類(3区分)別普通世帯数、当該親族人員 〃 〃 〃
10。世帯の家族類型(15区分)別普通世帯数、普世帯人員 〃 〃 〃
11.経済構成(4区 分)別世帯主の産業(大 分類)別世 〃 〃 〃
帯数及び人貝 〃 〃 〃
c.住 老
(ストック)
12.住居 の種 類(2区分)別所 有 関 係(5区分)別 普 通世 帯 数


















18.〃 転 居 出 お よび転 出者数 〃 〃 〃











22.商店数、従業者数、年間商品販売額 商 業 統 計 S51,1.1 〃
G.そ の 他 23.面 積






27.宅地 開 発 面積 S45～50 〃
28.建築 ス トッ ク床 面積 S49 〃

































Nα 名 称 面 積
km2
1 尾 山 1 2
2 昭 和 1 2
3 別 院 1
4 兼 六 2
5 天 神 8
6 薫 台 8




桜 坂 0 9
広小路 1 9
工 泉 1 4
1 二万堂 4 2
1 高 尾 14 0
額 8 9
7 西金沢 7 8
緻 野 12









8 卯 辰 2 7
北 丘 65 2









































































































図6-4新 旧市 街地別 人 ロピラ ミ ッド
2万人
表6-2新 旧市 街地の人 口 ・世 帯指標(S50)
地域
指標
旧 市 街 地 新 市 街 地 全 市 域
実 数 % 実 数 % 実 数 %
人 口 161,098 40.8 234,165 59.2 395,263 100.0
老令人 口率(65才以上) 一 9.73 一 6.37 一 7.74
若年 人 ロ率(14才以下) 47,479 20.70 一 25.91 一 23.79
普 通 世 帯 数 47,479 42.8 63,404 57.2 110,883 100.0
準 世 帯 数 5,1宕6 68.0 2,446 32.0 7,632 100.0
全 世 帯 数 52,665 44.4 65,850 55.6 118,685 100.0
平均世帯入則 普通世帯) 316 一 3.52 『 3.37 一
老人のいる普通世帯輩 } 25.40 一 18.49 }
寮65才以上の親族のいる世帯
一64一
6.2人 ロ ・世 帯
金沢市ではこれまで平均世帯人員が徐々に減少 し,人口増加率を上回る世帯増加が続いた。 しかし,
図6-3に示すように新旧市街地ではその内容が異なる。旧市街地では昭和40年より平均世帯人員が減
少し,世帯数はほぼ変化せず,人 口が5年 毎に一7.3%,-10.5%と大きく減少 し,新市街地では世帯





































































で約2倍 に増加 し,人口密度で140.8人/haより83。3人/haへと大 きく減少 している。金沢市でも全
国的な傾向と同様低密度な市街地化が進行 している。
表6-2に人口 ・世帯に関する主要な指標を示す。それによると人口比は新市街地の方が6対4で 多













れ,人 口増減の分岐値 として回帰直線より90人/haが得 られる。なお,Nα19も旧市街地 と類似した性
格を示す。 この地区は古 くか らの港町である。
図6-7,6-8に人口増減数と宅地開発面積(S45～50),農地転用面積(S47～49)の関係を示す。
いずれも正の相関を持つ。宅地開発の場合,回 帰直線か らは1haの開発面積で39人の人 口増がみられ




6.3住 宅のス トック とフ ロー
まず,住宅ス トックについて分析する。直接住宅ス トックを示すデータは得 られない。それゆえ,
普通世帯の住宅の所有関係を示すデータをその近似的なものとして用いる注2も表6-3によると,市域
全体では持家対借家が6対4で ある。借家のうち民営借家の割合が27.5%と高い。新市街地では持家
の割合が高 くなり,旧市街地で民営借家が34.4%と多 くなる。公営借家は旧市街地でほとんどな く,
新市街地で供給 されてきた。給与住宅は新旧市街地別の分布に差はない。また,表6-3に昭和45年か
らの増減を示す。それによると,新市街地ですべての住宅ス トックが増加 しているのに対 し,旧市街
地では民営借家の15.3%増を除きすべて減少又は横ばいである。
次に,住宅フローについて分析する。表6-4に昭和51～52年の2年 間に建築された居住専用建築物





旧 市 街 地 新 市 街 地 全 市 域
実 数 %瓢 実 数 %嘱 実 数 %鷹

























全 普 通 世 帯 47,422
』100





旧 市 街 地 新 市 街 地 全 市 域
実 数 % 実 数 % 実 数 %
着 工 件 数 1,829 21.5 6,695 78.5 8,524 100.0
着 工 床 面 積(mり 218,538 22.5 732,849 77.5 971,387 100.0
平 均 床 面 積(mり 119.5 一 112.4 } 114.0 一






























































域で114㎡で,旧市域でやや大 きい。 これは昭和48年の住宅ス トックのうち一戸建の平均床面積114










6.4人 口 移 動
表6一5に市内間人口移動(転 居出入)と 市外との人口移動(転 出入)に 関する新旧市街地別状況を










駆 分される・Aは ・転出入による社会灘 なく転居による社会渤 ある地区(A -1),逆に,鵜









図6-13}こ転居入醐 と同一地区への緻 者率(・ 駆 の閥 辞 一x駆 か ら。地区への鋸 者










旧 市 街 地 新 市 街 地 全 市 街 地
実 数 % 実 数 % 実 数 %議
転 居 入 者

















































増 減 △5,326 一 5,541 皿 215 一
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20' 口 一 転入転居入












図6-15年 齢 階 級 別 人 ロ移 動 率(S50)
く移動者率も低い地区で,旧市街地の地区を含む。Bは また新市街地のNq21,26も含む。 これ らの地
区には住宅フローが少ないためと思われる。Cは 転居入が多 く,移動率 も高い地区。DはCよ り転居
入,移 動率ともに大 きい地区である。




図6-15は5才階級別の移動者の割合を示す。それによると,25～29才が最 も移動 し易 く20%,次
一70一
いで,20～24才,30～39才で ある。 その他の年 令層では10%以下であ る。60才以上で は2%以 下 と極
めて低 く,移 動性が小 さい。
6.5ま と め
本研究では統計区を集計単位とする地域データを用いて金沢市の居住地構造に関するマクロな分析
を行った。 その結 果明 らかになったこと,および,それか ら考察される居住環境整備計画の課題は
以下のようである。
1)旧市街地は人口減少地域であり,世帯分離による人口構成 と世帯の老令化,平 均世帯人員の減
少 となって現われている。 これはこれまで高密度居住 に支えられて きた近隣生活やコミュニテ
ィ施設の維持を困難にしている。今後、居住地 としての再生やコミーニティ施設の再編 整備
が必要である。
2)旧市街地は老朽ス トックを多 く抱えるが,そ れらの維持,改 善や更新のための居住者の活力は
低下 している。今後,更 新,再 生のための計画が必要である。 それ は現在行わ れている個別
の建て替え,改 善活動を空間的,時 間的に集約する計画,維持,改 善への公共的援助計画を含
むものとする必要がある。
3)新市街地は旧市街地からの住みかえにより急激な人口増加地域 となっている。 その人口構成は
偏っている。 そのため,コ ミュニティ施設への需要も空間的,時 間的に偏在 している。 それゆ
え,人 口分布,構 成の正確な予測,さ らには,的確なコントロールが必要である。










2)間借 り以外は空家を除 く住宅ス トックの現況を示す。ただし,共同住宅は各戸を1単 位としてカウント
している。
参 考 資 料
1)金沢市:金 沢市統計書,昭 和5ユ年版 ・52年版 ・53年版,石 川県中央地区統計研究会









7.1は じ め に
科学的で合理的な都市計画を策定す るには,まず第一に,対象都市地域における過去からの変遷を
踏まえ現状の都市構造をできるだけ明確に把握 し,さ らに,それ らに基づいて的確な将来予測を行う
ことが必要である。そのためには都市を対象とする地域区分されたデータを入手することが不可欠と
なる。我国の都市計画制度の場合は,都市計画区域における市街化区域及び市街化調整区域の区分,
用途地域などの地域地区の指定等の都市計画の立案に際 し「都市計画基礎調査 」を実施 し,それらに
よる実態分析に基づいて進めることが義務づけられている。 しか し,計画主体である地方自治体にお








くることになり,さ らに,デ ータとして収集 ・整理する作業も膨大になることが多い。
一方,都市を対象 とする地域区分の方法としては大きく分類 して2種類ある。ひとつは市町村界,
町丁目・字界,学 校区などそれぞれの地域 における社会的,行政的,歴史的変遷を踏まえたものであ
り,社会的地域区分 と呼ぶ ことができる。 もうひとっはメッシュ・システムに代表される機械的地域
区分である。 これ らは計画のための地域区分の方法 としてそれぞれ長所,短 所を持っている。即ち,
社会的地域区分はそれぞれの地域の社会構造や地域特性に適合 したものである場合が多 く,また,そ
れぞれの区分名称及び区分地図か らそれぞれの地域にっいてのイメージを把握 し易い。 これらの利点
に対 し,それ らの区域界が社会的変動などにより経年的に変化 し易 く,そのため時系列的分析が困難
又は不可能となる場合が多いこと,さ らに,そ れぞれの社会的地域区分は様々な目的に沿って個別的
に形成されてきたものであるためその種類が多く,大きさやその境界線も統一されていないことが多
い。そのため多 くの指標を用いた総合的な地域分析が困難又は不可能となる場合が多い。 これに対 し,

















口密度が変化 し,その結果,各 統計区の面積のバラっきが必然的に大きくなる。都市計画は 「健康で
文化的な都市生活及び機能的な都市活動の確保 」を目的としているが、技術的には地域空間を対象と
する行為 として具現化される。そのための基礎資料として国勢統計区によるデータを用いると,住宅
など常住人口を基礎とする統計量は同一的 レベルで把握され得 るが,土 地利用や単位面積当りの密度
など地域空間を基礎とする統計量の場合,人 口密度が高い統計区は小さな地域区分でより詳細なもの










7.2分 析 の 方 法
まず,金 沢市の国勢統計区に関連する既存の統計資料を検索 ・収集 し,それらより都市構造の分析











の しか得 られず,こ こでの分析も一時点を対象 としたものに限定 される。
金沢市の国勢統計区は図7-1に示すように30地区に区分 されているi窪2}旧市域に相当する中心部は
およ そ100～200haと比較 的小 さ く地域 区分 されて お り,人 口規 模 もおよそ1万 ～1万5千 人,人 口
密度100人/ha前後 の地 区が 多い。現市域 は1924年より5次 にわ たる市町村合併 を経 て広域化 してき
て いるため,旧 市域 を除 く各 地区の面積 は大 き くな って お り,面積4ha以上,人口密度20～50人/ha又
は それ以下 とな って いる ものが多 い。特 に,Nα29,30の地区 は山間部 を多 く含 むため それぞれ面積
6,500ha,24,200ha,人口密度L4人/ha,α3人/haと なって いる。
分析 に用いた地区特性を示す指標を表7-1に示 してい る。 これ らの データは大部 分既存 統計資料で
表 了一1分 析に用いた地区特性指標
属 性 指 標 名 単 位 原資料
L人 ロ 密 度 人/ha 1
2.15歳未満人口の比率 % 1
人 3.65歳 以 上 〃 % 1
口 4.人 口 増 減 率 % 1
. 5.社会的人ロ増減 実 数 1
世 6.労 働 力 人口率 % 1
帯 7.核 家 族 世帯率 % 1
系 8.そ の他の親族世帯率 % 1
9単 独 世 帯 率 % 1
10.世帯 の 増減率 % 1
1L持 ち家 住宅率 % 1
住 12.民営 借 家 率 % 1
宅 13.公営 借 家 率 彩 1
系 14,持ち家 増加率 % 1
15.民営 借 家 〃 % 1
16.工業事業所従業者構成比率 % 1
産 17.小 売 店 数 実 数 1
業 18.卸 売 店 数 実 数 1
サ
ー
19.飲 食 店 数 実 数 1
ビ 20.農業就 業者率 % 1ス
系 21.サービス業就業者率 % 1
訟 小売 ・卸売業 〃 % 1











26.商 業 用 〃











してい る穿3)全部で28指標であ り,大 き く人 口 ・世帯系,住 宅系,産 業サ ー ビス系,土 地利用系 に分
類される。既存資料 より得られる指標には限界があるが,こ こでは地区特性を表わすのに重要であり
分析手法に適 していると思われるものを選定 している。都市構造の総合的な分析を行うには,こ の他
に既存建築物の実態,道 路や公共施設の整備状況を表わすなどが必要である。 それゆえ,こ こでの分
析は現在得ることのできない一部のデータを除いた分析 となる。なお,分析指標は大部分人口を基礎
とする性格が強い統計量であるが,地域空間を基礎 とする性格が強いのは鉱工業用建築物着工数,児
童公園数,農 地面積率などである。 また,計算にあたっては各指標を基準化 している。
7.3因 子分析 による地 区特性






1因子は寄与率が41%と大きく,正に強 く影響 している指標として人口増減率,世 帯増減率など人口
増減に関するものがあり,なかでも社会的人口増減を強 く反映している。また,15歳未満人口を正に
強 く反映し,65歳以上人口を負に反映 していること,居住専用建築物着工数や持家住宅増加率を正に
強 く反映 していること,土地区画整理事業によって主としてつくられる児童公園数を正に強 く反映し
ていることなどから,市街地周辺において新 しく住宅地化 しっつある地区特性を表わ しているとみな
される。 この因子を便宜的に市街地化因子と名づける。
第2因 子は寄与率が19,1%であり,正の方向で親族世帯率,持 家住宅率,農 業就業者率,農 地面積
率などと関係 し,農村的性格を示 している。 また,負の方向では人口密度,民 営借家率,単 独世帯率
などと関係 し,都市の中心部的性格を示 していると考えられる。 この因子を同様に農村(都 市)性 因
子と名づける。
第3因 子は寄与率が13.5%であり,正の方向に小売店数,飲食店数,小 売 ・卸売業就業者率などと
強く関係 し,さ らに,卸売店数などとも正方向に関係 しており,商業サービスの水準を示 していると
考えられる。 この因子を同様に商業性因子と名づける。
第4因 子は寄与率が6.7%であり,正の方向で工業事業所従業者数,工 業用建築物着工数,労 働力
人口率などと関係 し,負の方向でサービス業就業者率 と関係 しており,工業性を示 していると考えら
れる。この因子を同様に工業性因子と名づける。
第5因 子は寄与率が4.9%であり,正の方向で65歳以上人口率,民 営借家率などと関係 し,負の方






指 標 第1因 子 第2因 子 第3因 子
第4因 子 第5因 子
人 口 密 度 一 〇.39794 △ 一α54536 0.44290 一 〇.22101 0.24857
15歳 未 満 人 ロ ◎0.86673 0.09604 一q39010 0.24534 △-0.54742
65歳 以 上 人 ロ △-0.60049 α18742 α48745
一 〇.30477 00.40646
人 ロ 増 減 率 ◎0.86212 0.18019 一 〇.24456 0.18045 一 〇.24806
社 会 的 人 口 増 減 ◎0.91410 0.24312 一 α15394層 0,〔π803 一 〇.17175
労 働 力 人 ロ 率 一 〇.39240 α31199 00.50259 Oα544ゐ α17135
核 家 族 世 帯 率 0.49921 一 〇.30601 一 α33448 α16638 △-0.68057
親 族 世 帯 率 一 〇,27655 ◎0.88486 0.04094 一 〇.03322 α36928
単 独 世 帯 率 一 〇27273 △-q72293 α36065 一 〇.16806 α38249
世 帯 増 減 率 ◎0.83535 α14091 一 〇23340 0.22125 一 〇.23142
持 ち 家 住 宅 率 一 〇.Ol282 ◎0.79463 一 〇.01845 一 〇.05549 α37337
民 営 借 家 率 一 〇.17382 △ 一α78763 0.16193 0.27167 00.44101
公 営 借 家 率 α28914 0.05111 一 〇.08203 一 〇.17826 △-0.78371
持 ち家住宅増加率 ◎0.82584 α11721 一 〇23624 0.10609 一 〇.28864
民営 借家 〃 Oα62301 0.24736 一 〇.08941 一 〇.10686 0.04181
工業事業所従業者率 0.12332 一 〇.10833 0.13091 ◎0.83288 0.11944
小 売 店 数 一 〇.16792 一α15898 ◎ α94870 0.03681 α06448
卸 売 店 数 一 〇.19062 一 〇.22761 00.55829 0.44755 0.14976
飲 食 店 数 一 〇,11671 一 〇。08911 ◎0.86203 0.03497 qo3584
農 業 就 業 者 率 αα1918 ◎0.83861 一 〇.30516 0.05664 α02119
サービス業就業者率 一 〇.25084 一 α'23874 0.11438 △-0.83025 0.24254
小売卸売業 〃 一 〇.21055 一 〇.47525 ◎0.80858 0.08961 0.14092
管 理 職 〃 一 〇.16714 一 〇.47963 00.65762 0.01077 0.16737
居住専用建築物着工数 ◎ α89174 一 〇.07560 一 〇.12253 0.10781 一 〇,10375
鉱工業用" 0.59506 0.07909 0.02091 00.55666 α00108
商 業 用 〃 00.64409 一 α10006 0.39792 0.47646 0.14781
児 童 公 園 数 ◎0.77785 一 〇.15348 一 〇.10224 一 α19308 一 〇.20527
農 地 面 積 率 α23019 00.66579 一α25248 α29309 一 〇.16386
寄 与 率(%) 41.0 19.1 13.5 6.7 4.9
累 積 寄 与 率(%) 41.0 6α2 73.6 80.4 85.3
◎正に強く影響0正 に影響 △負に影響 △負に強く影響
次に,各地区毎にこれ らの共通因子の因子得点を求め,そ れ らをカテゴリー区分 して地域区分図に
表現することにより,各共通因子より都市構造を分析する。それぞれの地区別因子得点を図7-2に示




い地区は大き くなり,視覚分析上問題がある。 それゆえ,こ こでは図7-1の破線部分のみにっいて示
すが,依然 としてそのような問題点が残るため,そ のことに留意 して分析を進める必要がある。







図7-2第1因 子(市街地化因子)による地区特性 図7-4第3因 子(商業性因子)による地区特性
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ータとしてクラスター分析の結果図7-7に示すようなデン ドログラムが得 られた。 このクラスター構
成を考察 しここでは図7-7に示すようにクラスター1(以 下C-1と 書 く)よ りC-8ま で8つ のク





表7-3各 クラス ターの因子 得点平 均値
共通因子
クラスター
第1因iF 第2因 子 第3因 子 第4因 子
C-1 0.6185 0.9060 1.5272 0.4904
C-2 一 〇.5698 一1 .2741 一1 .2359 0.1562
C-3 一1 .1262 2.7042一 〇.9396 0.1377
C-4 0.7632 0.9756 1.σ874 一1 .5620
C-5 一1 .7374 一1 .5517 一2 ,2338 1.8842
C-6 一2 .1300 一2 .8303 一5 ,0355 一 〇.4075
C-7 3.0104 3.3966 9.0085一1 .4744







ないが,以 下大まかなものについてのみ述べる。地区1を除 くC-1の 地区に対 しては,住 宅,商業,
工業のそれぞれに対する計画的な立地誘導を整備 していく必要がある。特に,居住地関連土地利用と
工業関連土地利用との調整をはかることが重要である。






農村的性格が強 く市街地化の動 きがほとんどみられない地区である。 また,商 業性 も低 く工業性もほ
とんどみられない。即ち,純農村的性格が強い都市の縁辺地域である。 これらの地区に対 してはスプ
ロール的な市街地化の進行を排除 し,農業的土地利用を主体 とした地域づ くりのための計画が当面必
要である。 また,一部には計画的大規模な都市的土地利用が進められ うる。
C一4はC-2と 同様に市中心部を取 り囲む6地 区より構成されている。因子得点よりみると,農
村的性格を残 しなが ら市街地化が少 しずつ進行 している地区であり,商業性がやや高 く,工業性がほ
とんどみられない地区である。C-2と 立地条件は類似 しているが,C-4の 場合は市街地化が相対
的には進行 しつつある地区である。 ただ し・地区30は商業性が少な く農村的性格の強い地区である。
一82一
これらの地区に対 しては,農業的土地利用との調整を図りながら,住宅地 としての計画的,効 率的立
地を促進するような計画が必要である。
C-5は市中心部に含まれる1地 区と北西部の2地 区より構成 されている。因子得点か ら明 らかな
ように工業性の強い地区である。また,都市性も強いが市街地化がほとんど進行しておらず商業性は




区であり,商業性 も工業性 もみられない。即ち,旧市街地の老朽木造住宅による市街地を多 く含む代
表的な地区といえよう。 これらの地区に対 しては,居住地としての基礎人口を維持するため,老 朽住
宅の改善等により地区全体の再整備を進めるス トック対策が中心となる。




業性を伴ないながら市街地化が大き く進んでいる地区であり,商工住混合 した市街地を形成 しつつあ

























の後停滞 している地区,さ らに,駅 西を主 として工住混合的な市街地化が進行 している地区がみ
られ,そ の外側には農村的又は農山村的性格を主とする地区,農 村的性格を持ちなが らも市街地




的土地利用 との調整をはかりなが ら工住混合化を抑制すること,市街地化が停滞 している地区で
は商業,住 宅へのス トック対策,さ らに外側の地区では農業的土地利用 と市街地化 との調整をは













3)第6章 の表6-1に 示す参考資料より収集 ・整理 している。
参 考 文 献
1)石水照雄,奥 野隆史:計 量地理学 共立出版1973年6月
2)奥野忠一他:多 変量解析法 日科技連出版社1971年工0月
3)安田三郎他:社 会統計学 丸善1977年3月




8.1は じ め に




























A 古い居住地構造を持つが建てかえなど建築活動多い 1.64 259 71.3 5.6住 居
60
200












2.06 182 51.9 14.1住 居 60200
F 旧武家屋敷を含む大住宅が多い














H 土地 区画 整理(S32厳4)道路 幅 狭 い(4m)








3.10 116 31.6 1.1第2住専 60200















もたらされる。 こうした居住地の変容は,居住地としての成長,成 熟,衰 退段階などと大きくとらえ
られる。 これらの居住地の変容段階に対応 し,一宅の住環境水準を維持,改 善するための計画制度が
必要とされる。 しか し,我が国にはそのような内容を持つものはな く,現在制度開発を目的とする幾
つかのモデル事業等がなされている段階である。本研究ではこのような計画内容を持つ居住環境整備
計画注Dを確立するための基礎的研究 として,様々なタイプの居住地における調査データをもとに居住





クロに分析す る方法 とともに,同 質的構造を持つ居住地を取 り上げ,そ れを対象として居住地構
成要素である居住世帯,住 宅,敷地などを ミクロに分析する方法 も重要である。本研究では後者の研
究方法を用いて,幾 つかのタイプの異なる居住地を取り上げ分析する。データは各居住地における居
住世帯への調査票による配布留置調査により得 られたものを用いる。対象 とした居住 地 は,立 地条
件注?敷 地区画規模,住 宅以外用途混入,居 住地形成手法,市 街化段階などを異なるようにした。ま
た,金沢市は城下町をその成因 とし,かつ,非 戦災都市であるため,中心部の旧市街地には古 くから
の都市構造を大きく変えることなく保持 している居住地が多い。 ここでは表8-1に示すように,旧市
表8-2調 査実施状況
調査状況 鷹1 瞑1 嵐2 蟻3
回 収 票 拒 否 空 家 留守住宅 住宅以外 そ の 他 合 計
地区 ① ② ③ ④ 建 築 物
A 79 13 6 17 0 6 121
旧 B 65 10 3 18 10 3 109
市 C 68 13 3 6 12 10 112
D 59 17 5 9 2 3 95
街 E 68 18 8 7 2 0 103
地 F 79 18 5 6 1 9 118
G 48 10 2 15 0 24 99
新 H 91 12 3 9 2 4 121
市 1 103 7 9 7 6 7 139
街 J 72 16 6 2 3 12 111
地 K 94 14 2 6 4 146 226





街地より7地区(A～G),新 市街地より4地区(H～K)選 定 した。また,同表に各地区の概況,




















③ 「住宅を新築 した世帯 」〈新築>M3






































































住宅の所有関係 住宅の入手方法(建 て方) 略 号 サンプル数 構成比%
持 家 世 帯
親の代より居住 M1 126 15.4
建替、自分の住む住宅購入 M2 88 10.7
新 築 M3 261 3L8
建 売 M4 73 8.9
中 古 M5 135 16.5
その他の持家 M6 9 1.1
借 家 世 帯
民間借家(戸建) SI 91 11.1
その他の借家 S2 37 4.5
全 世 帯 、 全 世 帯 } 820 100.0
一87一
⑤ 「中古住宅を購入 した世帯 」 〈中古>M5




新築〉〈建売〉〈中古〉は新 旧市街地でその割合が異なる。即ち,旧 市街地ではいずれの地区で も〈
中古〉が2～3割 と多 く,〈新築〉は若干み られるが,〈 建売〉はほとんどみ られない。新市街地で
はく新築〉が圧倒的に多いが,地 区によりく建売〉やく中古〉もかなりみ られる。旧市街地の〈中古〉
は老朽ス トックがその供給源であるが,新 市街地のく中古〉は建売住宅が中古住宅化 したものと推測
される。また,H地 区のように新市街地で も開発時期の早い居住地ではく中古〉が約1割 ある。〈民
借(戸 建)〉 はC,LK地 区では少ないが,そ の他の地区で1～2割 ある。
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除 く他の地区は平均敷地規模が160㎡以下 と小さい。特に,B地 区では86㎡しかない。また,新市街
地では容積率 と建ペ イ率の差が15～30%と小さいのに対 し,E,Fを 除く旧市街地の各地区は40～65




宅敷地内駐車率は新市街地で高 く,旧市街地で低い。 これは敷地規模や建ペイ率と深 く関わっている。
また,車の所有台数 と駐車スペースを比較すると,旧市街地ではA,B地 区を除きかなりの駐車スペ














































































8.5住 宅 条 件
居住 タイプ別の住宅の建築時期分布,延 床面積分布,増 改築状況を分析する。 まず,図8-5に建築
時期の分布を示す。 それによると,〈親の代〉は戦前建築が8割 以上でかなり老朽 したス トックに居
住 している。〈民借(戸 建)〉 も老朽 した住宅が多いが,近 年建築の もの もある。〈中古〉は老朽ス





















































～80㎡のみに ピークがある。 このことは旧市街地の老朽ス トックがその形態を変化させる場合,一 定
規模以上のものは〈中古〉化,一 定規模以下のものはく民借(戸建)〉 化する可能性が高いこ とを意
味する。なお,〈建売〉〈中古〉〈民借(戸 建)〉 に40～60㎡という小規模な住宅があるが,独立住
宅としては過小で問題がある。
図8-7に過去5年 間における増改築状況を示す。それによると,〈民借(戸 建)〉 は借家ゆえ増改




が,子 供部屋,寝 室,応 接間などの居室の増築 も多い。特に,〈建売〉は45%が子供部屋の増築を行
っている。供給時の住居水準の低さを示す ものである。〈民借(戸建)〉 は〈中古〉と同じ老朽ス
トックでありながら増改築がほとんどなされず,維 持保全状態の悪い住宅 となっている。 このことは
民営借家としての経営基盤の脆弱 さをも示す。
8.6居 住 世 帯
民住世帯の特性を居住 タイプ間で比較分析する。図8-8に居住タイプ別の入居時期分布を示す。そ
れによると,〈親の代〉は 「生れた時から」が4割 近 くと多い。〈新築〉〈建替〉〈建売〉は近年入

















給与住宅 その他 合 計
親 の 代 よ り(Mユ) 56.5 4.8 12.1 6.5 3.2 8.9 0.8 5.6 1.6
1QO.0
建 て か え(M2) 2.4 48.2 12.9 15.3 1.2 14.1 1.2 1.2 2.6 100.1
新 築(M3) 4.0 5.1 17.8 24.5 4.3 21.3 2.4 2.4 6.0 100.0
建 売(M4) 10.4 3.0 7.5 28.4 9.0 23.9 1.5 9.0 7.5 100.2
中 古(M5) 7.5 1.5 17.3 32.3 6.0 24.8 0.8 3.8 6.1 100.1
民借(戸建)(S1) 11.2 0.0 9.0 7.9 18.0 3G.3 5.6 5.6 12.4 100.0
合 計 楽 14.1 8.2 14.3 19.3 6.4 19.8 1.9 9.9
6.0 99.9
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図8-11居 住 タ イ プ 別 世 帯 主 年 令 分 布
「仕事上 」など「親の代より住む 」以外の理由が7割 あり,他のタイプより「結婚 」が多い。 これら
は親の家へ 「結婚 」や住居改善を契機 として入居 したものである。その他の持家層(M2-4)は「居住
改善 」が4割 と最も大きく,「環境改善 」を含めると過半数の入居は何 らかの住環境改善を目的とし
た入居である。次いで,「 仕事上 」「結婚 」があげられている。入居理由からみると〈建替〉〈新築〉
〈建売〉は類似 している。〈中古〉はこれらより住環境改善が少な く,「仕事j「 結婚 」が多い。 こ
の場合の 「結婚 」は中古住宅が低価格の持家供給 として活用されていることを示す。〈民借(戸建)〉
では「仕事上 」が4割 と多 く,次いで 「結婚1「住環境改善 」が約2割 ずっである。
表8-4に居住 タイプに前住宅の種類を示す。 それによると,〈新築〉〈建売〉〈中古〉で「民借(戸
建刀が2割 以上み られる。〈民借(戸建)〉では同 じ「民借(戸建)」か らの住みかえが多い。 「住みか
え経験な し」の定着層も1割 みられる。また,そ の他の様 々な種類の住宅より住みかえがなされく民
借(戸建)〉 の利用が多様であることを示す。
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と同 じレベルである。若い核家族は1,K地 区で2～3割 と多い。その他の地区でも1～1,5割いる。
旧市街地にも若い家族が一定程度居住す ることを示す。また,成長した家族を示す複合家族は旧市街










っと住む 」「建て替えて住む 」)はく建替〉〈新築〉〈親の代〉の順で高く6～7割 を示す。〈中古〉
〈建売〉では4～5割 である。〈民借(戸建)〉は定住志向層は1割で,す みかえ志向層(「 いずれ住





〈親の代〉 住宅は老朽化 し,高密度な敷地利用をしている。生れてず っと住む層 と結婚・住環境改
善を契機として住みかえた層を含む。定住志向は高い。
〈建 替〉 〈親の代〉より近年建て替えにより変化 した層を主とする。敷地は〈親の代〉と類似し,
その制約が強い。住意識はく新築〉と似ており,定住志向は高い。











これらの居住タイプが各居住地における歴史的経過,敷 地規模,開 発時期,立 地条件などに規定さ














4)調査地区は次の町丁の一部又は全域である。A一幸町,B一 瓢箪町,C一 高岡町,D一 材木町,E一
寺町,F一 小将町,G一 本町1丁 目,H一笠舞2丁 目,1一 入江1丁 目,」一三口新町1丁 目,K一鈴
見台4,5丁 目
5)「自分の住んでいた住宅を購入」は中古住宅に該当するが,こ こではその性格か らみて 〈建替 〉に含め
た。
6)金沢市では近年旧市街地を中心として下水道整備事業が進められており,こ こではその影響がある。
参 考 文 献
1)石原清行,吉 田康彦:金 沢都心居住者の高齢化 と居住の実態に関する調査研究,日 本建築学会北陸支部
研究報告集 第19号,建築学会北陸支部,1977.2
2)金木 健:老 朽住宅地域における持家の居住実態と改善志向に関する基礎的研究(金 沢市森山地区につ
いて),石川高専紀要 第10号,ユ978.3
3)入沢 恒:団 地計画,建 築学大系27集 団住宅,彰国社,1971




9.1は じ ～わ に
戸建住宅地は我国の代表的市街地居住形態である。1973年における全国市部住宅223万戸のうち一
戸建住宅は128万戸,58%を占ある。 また,そ のうち90%が持家であり,持家率の高いことがその特




また,既 に膨大な住宅ス トックとして蓄積 されてきている。 これ らの戸建住宅地における住環境水準
の維持,改 善のためには,現 行用途地域制では不十分であり,新たな居住地整備計画 システムの創出
が必要とされている茎2)第18章では戸建住宅地におけるそのような計画システムの一手法 として建築












9.2調 査 の 方 法
戸建住宅地にも、立地条件,敷 地区画規模分布,他 用途土地利用混入率,居住地形成手法,市街化




















A 124 115 79 69%'
B 109 96 65 68
C 112 90 68 76
D 96 90 59 62
E 107 101 68 67
F 118 108 79 73





H 123 115 91 79
1 140 126 103 82
J 112 97 72 74
K 266 116 94 81













形態が持家のものを選択 して分析 している。さらに,敷地面積700㎡以上,建 築面積200㎡以上,延















究 では これ らの うち地域性 にっ いては一地域 だ けの調 査研究 であ るため言及で きないが,そ の他の諸
要因について調査 データに基づ いて延床面積 との関係 についぞ分析 を進 めてい くことにす る。
まず土地 について は,第 一 に敷地区画規模 との関連 が考 え られる。全体 として は当然敷地面積が大
き くなるにっれ,延 床面積 も大 きい方へ分布 するよ うにな って いる(図9-3)。 敷地 面積 「80㎡未満」
では延床面積 も100㎡未満が82%にな るが,こ れ ら 「80㎡未満 」の極小 宅地 の うち旧市街地の ものが
86%を占めて いる。一方,「300㎡ 以上 」では延 床面積が140㎡以 上 とい う大住 宅が66%にな り,「200
㎡以 上 」では延床面積 「80㎡未満 」が無 くな る。敷地面積が120～200㎡未 満では延床面積100～140
㎡ とい う分布が多い。 一般 的には,敷 地面積が小規 模で あれ ばある程,そ れが延 床面 積の絶対 的規定
要因 となって くると予想 され る。




































満 」の割合が32%と多い。 また,新 市街地でも「親から相続 」が61%と比較的多 くみられたのが注目
される。
住宅の建築時期別ではそれ程明確な差異は認められなかった。住宅の入手方法別(図9-4)では,「新
築 」,「建てかえ 」は平均的分布を示すが,「 親の代より居住 」では小住宅か ら大住宅までほぼ均等な
分布を示し,「中古,建売住宅購入 」では100㎡未満が57%と小住宅が多くなっている。 さらに,入
居時期別では「生れた時から」や 「戦前入居 」に「160㎡以上 」の大住宅がそれぞれ21%,26%とや
や多い他はほとんど差はみられない。 また,入居時期のうち「生れた時から」はすべて旧市街地のサ
ンプルであり,旧市街地では 「生れた時から 」と「戦前入居 」とで31%になるが,そ の一方,「昭和
41年以降 」が35%もある。 このことは旧市街地において も古 くからの居住世帯がいる一方,新 規参人
世帯が多いことを示す。
次に,世帯属性との関係をみる。世帯人数別(図9-5)では世帯人数が増加するに従って延床面積










































































齢14才以下)」,「夫婦と子供(長 子年齢15才以上)」,「複合,欠 損 」と成長 した世帯タイプになる程
大住宅の分布が多 くなることがわかる。さらに,世帯の経済力との関係をみてみる。経済力の指標と
してここでは世帯の税込み年収を用いた。それによると(図9-7),年収と延床面積はかなりはっきり






員,管 理職 」や 「自由,自営業 」に大住宅の分布が多 く,「労務,サ ービス 」では100㎡以下が61%
表9-2ク ラマーのコンティンジェンシー係数(Cγ)に よる比較
属 性
全 市 街 地 旧 市 街 地 新 市 街 地
サンプル数 C7(X10-4)順位 サンプル数 順位 サンプル数1順位
敷 地 面 積 573 643 1 289 1 284 1
地 区 別 586 325 7 297 13 289 11
敷地の入手方法 471 329 6 219 6 252 4
住宅の入手方法 512 397 4 250 9 262 2
建 築 時 期 529 213 12 254 12 275 9
入 居 時 期 578 217 11 294 2 284 13
世 帯 人 数 580 243 10 296 11 284 10
世 帯 タ イ プ 580 306 8 296 3 284 7
世 帯 収 入 542 400 3 270 5 272 5
世 帯 主 年 齢 575 294 9 291 7 284 8
世帯主の職業 568 413 2 287 8 281 3
世帯主出身地 582 181 13 295 10 287 12














ここで,Cγはクラマーのコンティンジェンシー係数,κ2はカイ自乗,π はサンプル数,sお よび 診
はそれぞれ各属性の コー ド区分数であり,εはそれ らのうち小さい方である。
表9-2に延床面積と諸要因とのC7と その相対的順位を全市街地,お よび,新 ・旧市街地別に示す。
それによると全市街地では敷地面積が第1位 であり,次いで,Cγの値がかなり離れて②世帯主の職業,
③世帯収入,④ 住宅の入手方法の順となっている。 これらのうち②,③ はいずれも世帯の経済力の大
きさと深い関わ りを持つ項目である。一方,居住水準 と関わりが大きい世帯人数は10位にしか過ぎな




9.5数 量化 理論 に よるモ デル
前節で用いた属性相関係数Cγ は各2者 間における相関表に基づ く計算値であるため,様 々の要因
が同時に影響を及ぼし合 っているような複雑な因果関係の分析には十分ではない。そうした分析には
多変量的解析を必要 とす る。本節ではそのような解析手法として林の数量化理論第1類 を用いて計算,
分析を進めることにする。延床面積を外的基準とし,これまで分析してきたものを含め表9-3に示すよ
うな13要因を説明変量とするモデル化を試みる。なお,カテゴリー区分はそれぞれ表9-3に示すように
し,合計で56区分(新 市街地の場合50区分,旧 市街地の場合61区分)と した。




あり,レ ンジの大きさがかなり小さくなって,②世帯収入,③住宅の返済金,④ 入居時期,⑤ 世帯主






























1.夫婦 の み 50 0
530(7)
1,916(6)
2,100～150〃 91 626 2.夫婦と長子14才以下 68 265
3.150～200〃 65 1,064 3.夫婦と長子15才以上 99 524
4,200～300〃 62 1,179 4,複合 ・欠 損 124 530










1.150万円 未 満 ・ 29 0
1,033(2)
2、748(2)








2.新し く買 う 224 88 4,500万円 以 上 77 1,033











1.親の代 よ り居住 54 0 448(8)
1,735(7)
2.30～39〃 55 一98
2.新 築 163 343 3.40～49〃 118 一165
3.建て か え 31 71 4.50～59〃 88 188













L役員 ・管理職 92 O
896(5)
2,566(3)
2.昭和戦前 54 一15 2.専門 ・技術 職 134 136
3,戦後 ～30年 19 97 3.労務 ・サ ー ビス 27 254
4.31～40年 85 一122 4.自由 ・自営 業 39 896
5.41～50年 118 一15 5.無職 ・そ の 他 64 97











1.生れた時か ら 21 0
928(4)
1,439(9)
2.金沢市 内 193 2,767
2.戦前入居 29 一728 3.石川 県 内 67 2,785
3.戦後 一40年 247 一804 4.石川 県外 55 2,759














2,2,5万円 未満 49 一264
2.3人 70 一503 3,2.5～5.0〃 55 165
3.4人 120 一93 4,5.0～7.5〃 23 9
4.5人以 上 87 82 5.7。5万円 以 上 30 677





また,新 旧市街地別 にレγジの大 きさ順位をみると,旧市街地では住宅の返済金が上位にきており,





能性があることがわかる。同様に,第2位 の世帯収入では103㎡となる。これ らはいずれ も正比例 し





属性 全市街地 旧市街地 新市街地
敷 地 面 積 1 2 1
地 区 別 10 9 9
敷地の入手方法 13 11 5
住宅の入手方法 8 10 10
建 築 時 期 i1 13 11
入 居 時 期 4 4 13
世 帯 人 数 6 7 4
世 帯 タ イ プ 7 5 7
世 帯 収 入 2 6 8
世 帯 主 年 齢 9 3 2
世帯主の職業 5 8 3
世帯主 出身地 12 12 12
住宅の返済金 3 1 6
重 相 関 係 数 0,972 0,977 0,980
サ ン プ ル 数 356 159 197
カ テ ゴ リー 数 56 61 50
註)サンプル数の関係より 「地区別」「建築時期」などの
区分方法がそれぞれ若干異なる。
1～2人世帯と続き,最 も大きいのは5人以上世帯である。 このことは第7位 の世帯タイプで説明さ
れる。即ち,「夫婦と子供(長 子年齢ユ4才以下)」 という若い世帯タイプより,「夫婦と子供(長子
年齢15才以上)」 や 「複合,欠 損 」といったより成長 した世帯タイプの方のカテゴリー数量が大きい
ことから,これらの成長した世帯タイプは世帯人数が4人 以上であったり,2人であったりする可能
性が高 く,3人である可能性が低いことによるものと考え られる。




















参 考 文 献
1)総理府統計局:昭 和48年住宅統計調査報告 第1巻 全国編,1975.2
2)入沢 恒:居住地環境にかかわる都市計画と住宅との問題,ジ ュ リス ト総合特集 現代の住宅問題,有
斐閣,1977。5




























内 容 調 査 年 原 資 料
酵
生 市街化区域面積及び人口密度 S50年
活 農地面積 同 上



























人口、世帯数 S50(5年毎) 国 勢 調 査



















親族人員の種類(3区分)別普通世帯数、当該親族人員 同 上 同 上
世帯の家族類型(15区分)別普通世帯数、普通世帯人員 同 上 同 上
就 産業部ヨ捌 事業所数(総数 民営)及び従業者数 S50年 事業所 統 計
業 事業所数及び従業者数及び製造品出荷額 S50(隔年) 工 業 統 計












既往のデータより,人 口移動に関して市内間移動(転 居)者 数,年 齢階層別ではデータ上の制約に
より市内間移動に市外間移動(転 入,転 出)を加えたものを用いる。地区の特牲に関 して人口移動と
深 く関わり合 うと思われる住宅,居住者,就 業,環 境条件などに関する指標を選択 して用いている。
なお,本研究に用いる用語は表10-1であげた原資料で用いられているものをそのまま使用 し,デ
ータが最 も豊富に得 られる1975年に関 し分析 を進める。
10.2重 回帰分析 の適用
重回帰分析を適用するため表10-1よりその目的変数,説 明変数を選定する。 まず,目 的変数とし
ては各地区への転居入者数(A),各地区からの転居出者数(B),さらに,年齢階層別にその移動構造
が異なっていることが予想されるため,主体的に移動する年齢を3区 分 し,「20～29才」「30～49才」
「50才以上 」毎の各地区への転居入 ・転入者合計数(C～E),各地区からの転居出 ・転出合計数(F
～H)を とっている。
説明変数を選定するため,こ こでは地区特性を大 きく住宅 ・居住者 ・就業 ・環境の4条 件に分類 し




・30～49才・50才以上)常住人口,世帯人員別(1人 ・2～3人 ・4人以上)普 通世帯数,核 家族世
帯数,親 族家族世帯数を用いる。即ち,表10-2に示すように若年層程移動者の比率が高 く老年層で









われる小売業商店数,居 住環境に対 し一般的にはマイナス効果を与える生産工場数,さ らに,人口密
度と同様社会経済環境の総合指標のひとつである土地価格として公示地価を用いる。そのうち人口密
度の場合,人 口移動は市街地開発状況と深 く関わり合うと思われるため市街化区域内人口密度を用い























































の方が1・5倍近 くあること,前述のように 「20～29才了の移動者率が約%に もなるなど若年層程移動
し易いことなどが示される。また,図10-2には市内間移動による人口の社会増減数(転 居出入差)
と市街化区域内人口密度,人 口増減率(1970～75)の指標を組合せて地区を6分 類 して示 している。
それによると,人口密度が高い(50人/ha以上)人 口減少地区は市内間移動においても転居出超過
となっており市の中心部 と一致 している。一方,人 口密度が低 く(50人/ha以下)転 居による社会
















F転 居 出者 ・転 出者数(20～29才)
G同 上(30～49才)
































居入では「専用住宅着工棟数 」「借家世帯数 」「人口密度 」の3指標,転 居出では 「生産工場数 」「
借家世帯数 」「常住人口(30～49才)j「人口密度 」「一人世帯数 」の5指 標が説明変数として選択
され,それぞれこの順に目的変数に対する寄与率 も大きい。 これ らのモデル式によると,住宅フロー
の多さが地域生活圏内の人口吸引指標 として最 も有効であること,生産工場数が多く,一般的には生


































＼ 人口密度 転居出入差 人口増減率躍 低(50人/ha以下)(+500人 以上)(+50%以 上)圃 同 上 同 上(0～+50%)画 同 上(0～+500人)(+50%以 上)皿 同 上 同 上(0～+50%)囮 高(50人/ha以上)(-500～0人)(0～+50%)口 同 上 同 上(-50～0%)
図10-2国 勢統計区別地区タイプ(金 沢市1975)
一111一
活環境のよくない地区からの転居者が多いことが示される。 また,「 借家世帯数 」「人日密度 」はい
ずれのモデル式でも有効な説明変数として選択されている。借家世帯の多さは市内間人口移動の多さ
の指標になること,人 口密度指標は転居入にマ イナス,転居出にプラスとして働 き,人 口の ドーナッ
化現象を裏づけている。
さらに,転居入のモデル式で 「30～49才」が有効指標のひとつとされている。 これは,金沢市の場
合 これ らの年代が持家化のための移動が最 も多い年齢層に相当するためと思われる。 「一人世帯数 」




得 られた重回帰モデル式(表10-5)によると,各年齢層の人口移動の多さが必 らず しも当該年齢
の常住人口の多さと結びついていないことがわかる。特に,転居入 ・転入では「20～29才」のモデル





場合,寄 与率の大きい順 に「核家族世帯数 」「4人以上世帯数 」「人口(20～29才)」「産業用着工
床面積 」「専用住宅着工棟数 」の5指標が説明変数として選択された。 即ち,地区特性として核家族
が多く,多人数世帯の少ない,か つ,産業用及び居住用建築物の供給が多い市街化 しつつある地区程
若年層の転居入 ・転入が多いことがわかる。それに対 して 「30～49才1(D)及び「50才以上」(E)
では,それぞれ 「専用住宅着工棟数 」「借家世帯数 」「生産工場数 」の3指 標,「専用住宅着工棟数 」
「生産工場数 」「人口(30～49才)」「借家世帯数 」の4指標が説明変数として選択された。いずれも
選択された説明変数が類似している。即ち,専用住宅の供給が多 く,借家世帯数 も多い地区で,かつ,
生産工場数が少ない地区程転居入 ・転入が多 くなっている。 その うち,借家世帯数は「30～49才」に
与える影響の方が強 く,生産工場数は「50才以上 」の方に与える影響が強い。 また,「50才以上 」に
おいて 「人口(30～49才)」が説明要因 として選択されたことは,老人の若夫婦 との同居のための移
動行動を反映 していることを示唆する。
次に。転居出 ・転出について年齢階層別に分析する。 「20～29才」(F)の場合は,寄与率の大き
いものより順 に「人口(20～29才)」「産業用着工床面積 」「1人世帯数1「 借家世帯数 」「専用住
宅着工棟数 」「人口密度 」「公示地価 」の7指標が説明変数 として選択 された。即ち,年齢が20～29
才,単 身で借家に住む世帯が多い地区で,か っ,産業用建築物が多く供給 され,居住用建築物の供給
が少ない,人口密度や地価が高い地区程転居出 ・転出が多くなっていることを示す。 これらの特性は
市中心部における地区にあてはまる。また,「30～49才」(G)では地区の特性 として,「 借家世帯





相 関 度 ll重相関 21F値目 的 変 数 説 明 変 数
第1 第2 第3 第4 第5 係数
転 居 入 者 数 変 数 名 専用住宅着工数 借家世帯数 入 口 密 度 0,974
偏相関係数 0,944 0,843 一 〇.341 160.9
(A) 標準偏回帰係数 0,775 0,410 一 〇.102 0,971
転 居 出 者 数 変 数 名 生産工場数 借家世帯数 人 口(30～49) 人 口密度 一人世帯数 0,966
偏相関係数 0,662 0,620 0,608 0,492 0,411 66.4
(B) 標準偏回帰係数 0,236 0,382 0,297 0,195 0,228 0,958
転居入者・転入者数 変 数 名 核家族世帯数 四人以上世帯数人 口(20～29)産業着工床面積 専用住宅着工数 0,980
偏数関係数 0,745 一〇.681 0,618 0,556 0,506 117.3
(20～29才 、C) 標準偏回帰係数 0,730 一〇.525 0,502 0,168 0,239 0,976
同 上 変 数 名 専用住宅着工数 借家世帯数 生産工場数 0,957
偏相関係数 0,924 0,858 一 〇.289 93.4
(30～49才 、D) 標準偏回帰係数 0,718 0,504 一 〇.089 0,951
同 上 変 数 名 専用住宅着工数 生産工場数 人口(30～49) 借家世帯数 0,954
偏相関係数 0,670 一〇.538 0,522 0,335 62.9
(50才以 上 、E) 標準偏回帰係数 0,477 一〇.197 0,446 0,184 0,946
転居出都 云出者数3, 変 数 名 人 口(20～29)産業着工床面積 一人世帯数 借家世帯数 専用住宅着工数 0,976
偏相関係数 0,591 0,579 0,539 0,464 一〇,434 63.4
(20～29才 、F) 標準偏回帰係数 0,458 0,246 0,354 0,225 一〇.180 0,968
同 上 変 数 名 借家世帯数 二～三人世帯数 0,917
偏相関係数 0,497 0,442 71.1
(30～49才 、G) 標準偏回帰係数 0,506 0,436 0,910
同 上 変 数 名 人 口(50以上) 借家世帯数 人口(20～29) 0,929
偏相関係数 0,876 0,799 一 〇.657 54.6
(50才以 上 、H) 標準偏回帰係数 0,762 0,768 一 〇.532 0,920
注1)上 段は普通重相関係数,下 段は自由度調整済重相関係数を示す。
2)1%有 意水準,た だし,転居出者 ・転出者数(20～29才,下)のものは2.5%有意水準である。
3)他に第6番 目として 「人口密度」,第7番目として 「公示地価」の説明変数が選択されている。
帯数が多 く,「人口(20～29才)」の少ない地区程転居出 ・転出が多 くなるというモデル式が得 られ
た。これら(G),(H)のモデル式の説明変数は物理的指標をほとんど含まず,得 られた重相関係数も


























件などを改善することが必要であり,良質な住宅 フローの供給,お よび,住宅ス トックの維持修繕を











(文献3),さらに,住 居移動がどの階層間において集中,拡 散 しているのかを示す住居移動相対指数
を定義して考察しているもの(文献4)な どがある。後者の例としては,住宅需給の波及現象を投入
産出分析の考え方を応用し計量的にとらえる方法を提案,そ れを用いて新規住宅供給が及ぼす波及特





性的に把握,分 析することを目的としている。 さらに,マ ルコフ連鎖をそのような住居移動の定性分
析手法として応用する場合の問題点や今後の課題について考察 している。
住居移動に関するデータとして は「昭和48年住宅統計調査報告 」において,「従前の居住形態別昭








所 有 形 態 普通世帯数 構 成 比 移動世帯率
移 動世帯
絶 対 比
(S48・10) (A) (B) (A×B)
持 家 170068005&44% 3.15% 1841
公 的 借 家 1995200 6.86 10.29 70.6
民 営 借 家(戸) 38615001327 15.03 199.4
民 営 借 家(共) 4002700
、
13.75 26.75 367.8
民営借家(そ の他) 25100 0.09 15.94 1.4
給 与 住 宅 1839200 a32 ユ&79 ユ18.8
同 居 192000 α66 12.50. 8.3
住 宅 以 外 180900 0.62 12.11 7.5
合 計(平 均) 29103400100.00 (9.58) 一
める。また,昭和43年の住宅統計調査でも同様の調査がなされたが,こ こでは第一次的報告として昭
和娼年のデータ分析結果のみ報告 している。




住宅統計調査の移動集計では5年間(正確 には4年9ケ 月)と,昭 和44年より48年まで各1年 毎(
昭和48年は1～9月)の 集計報告がなされている。 これらは前述のように最終移動に関す る統計であ
表11-2普 通世帯の住居移動状況





(その他) 給 与住宅 同 居 住宅 以外 合 計



















































































































































































































昭和48年10月における住宅の所有形態別普通世帯数,お よび,昭 和48年1月より9月までの9ケ 月
間に住居移動を経験 した普通世帯注1)(以下住居移動世帯と呼ぶ)の 構成比を表11-1に示す。 それに
ょると移動後の住宅の所有形態(以 下セクターと呼ぶ)別 構成比(A)で は,持家,公営 ・公団 ・公
社の借家(以 下公的住宅 と称す),民営借家(一 戸建 ・長屋建)(以下民営借家(戸)と 称す),民営借家




る。そのうち民営借家(共)が 最も高 く27%もの割合を示 している。 これには普通世帯を新たに形成





















1.00.80。60.40。0類 似 度 指数
図11-1住 居 移 動 分 布 の ク ラ スタ ー構 成
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られたデンドログラムが図11-1である。 これをみて も表11-2でみ られたことを裏づけるようなク








ができる。即ち,任意の ら 時におけるつという住宅の所有形態の分布を5!"とあ らわすと,一定期
間を経た'。一、時より ∫。時への分布の変化は次のように表わされる。なお,8'・は確率ベクトルで,
ざ




1,2,…,糀:住宅の所有 形態の区分(例 え ば1=持 家,2=民 営借家 な ど)
このよ うに事象の時系列的な推移を確率的に考 察す る確 率過 程に は種 々の ものが ある。 本研究では,
① π回 目の事象 の生起確率が η一1回目の生起の結果 にのみ依存 し,そ れ以前の事象の生起の結果に無
関係で ある,② π一1回目の段階 より η回 目の段階への事 象の推移確率 がいずれの段階 において も等 し
い,と いう2条 件 を満 足するマルコフ連鎖 を用いて住居 移動 構造 を分析 す る。 なお,こ こでい う推移








のより強い部分で多 く発生 し,ら時ではその残 りの部分で移動が生 じること,即ち,必 ず発生確 率
は低下する傾向にあることが考えられる。それゆえ,推移の仕方にある法則性が存在することは予想










② 段階数が増加するに従 ってその事象は一定の生起状態(終局分布)へ 収束する。
また,マルコフ連鎖では推移前後の事象の状態区分が同一であり,かつ,すべての状態から他のす
べての状態へ何段階か経れば到達可能であるような正則な推移確率行列を持つことが必要である。
以上を数式を用いて表現す る。所有形態 畠 より所有形態5「ノへの推移確率を 砺 とすると,5ノ"は
前述の条件より8'"一・にのみ依存することから次のように表現される。


















同 様 に して8'。 を 初 期 分 布 と す る と π段 階 後 の 分 布 は,
8'躍=S'o・T" (11.5)
また,段 階数 が増加すれ ば一定の分布(終 局分布)へ 収束す る。
π→。。Sf"=S'o・T"→五(11.6)
なお,孟 は7の 固有値1に 属す る固有 ベク トルを各行の要素 として持つ行列であ る。
本研究 で用いる区分 は,デ ータの制約 により持家,公 的借家,民 営借 家(戸),民 営借 家(共),
給与住宅 の5区 分で ある。 これ らの区分 を用 いると,移 動 後の状 態では前 述の如 く98.64%とほとん
どを占めるが,移 動前の状態では64.17%にとどまる。 その他 の親 族の家20.03%,寄宿舎 ・寮7.45
%,下 宿 ・間借 り6.04%と いう新規需要世帯が ほとん どを 占め ると思 われ るセ クターを含 まない。
これ らを除 いたマルコフ連鎖 シュ ミレーシ ョンでは,新 規需要世帯 を主 とす るこれ ら区分 の参入がな
い場合の5セ クター間 の住居移動行動を把握する ことになる。
11.4推 移確率行列の推定
推移確率行列を推定するには,表11-2で示 した住居移動世帯数 とともに,一定期間中に移動しな
かった世帯,つ まり,継続居住 した普通世帯数を各所有形態毎に求める必要がある。以下,そ れを既
存統計より求める方法を示す。
今,H(ち・-1～ら)を ∫。一、より らまで継続居住 した普通世帯数とし,」酵πを'.における普通世帯と
する。 また,説明上簡略のため3区分3同 のみとし,2時 点における所有形態別世帯数,お よび,2
時点間における住居移動世帯数をそれぞれ表11-3,4のように表わすことにする。所有形態5、で継続居
表11-3各 時点における所有形態別普通世帯'択
S1 S2 S8 合 計
ら_1 HL'昂 需1 H2'"-1 属'"一五 H'"-1
8" H1'躍 H2'" H3'露 H'躍
表11-42時 点間に住居移動した普通世帯
移 動後

















合 計 κ.1 κ.2 κ.3 K..
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住 した 普 通 世 帯 数 瓦('〃一・～ 彦・)に つ い て 求 め る。'。-1にお け る 普 通 世 帯 私 脈 ・ は'.ま で に 次 の い ず
れ か の 区 分(④ を 除 く)へ 移 行 す る こ と に な る 。
① 継 続 居 住 す る 世 帯 瓦(診"_1～'")
②8、 よ り51へ 住 居 移 動 す る 世 帯1(、 、
③5、 よ り他 セ ク タ ー へ 住 居 移 動 す る世 帯K、2,K、、
④ 他 セ ク タ ー よ り3、 へ の 住 居 移 動 世 帯K、 、,K、
⑤ ら.1より ら ま で に 消 滅 す る世 帯R、('"一 、～ ち・)
即 ち,π1'"は以 上 を 用 い て 次 の よ う に 表 わ さ れ る 。
H・'謬=研"-Lκ 。+κrK 、2-K、+塩+KバR1('"_匡～'")
一私'　 一 κ・.+KrRl('　・～',、)(1L7)
消 滅 す る 世 帯 数 は 式(11.7)よ り
R・('・一 ～'・)=H・'"一一H・'"一 κ、.+K.1(1L8)
また,住 居 移 動 し な か っ た 世 帯 は,'。一、の 世 帯 数 私'嗣 よ り住 居 移 動 した 世 帯 と 消 滅 した 世 帯 を 引 い
た 残 りで あ る か ら,
H、('"_、～'π)==H、'"一工一K、・-1～、.(ら_、～∫")(1L9)
式(11.9)に 式(11.8)のR、('。 一、～'。)を 代 入 す る と
H、('π_且～'π)=H、'π一LK、.-H沖 一且+HL編+K1.一κ.1
二瓦'"-K .、(11 .10)
以 上 よ り所 有 形 態3、 よ り 所 有 形 態5、 へ の 推 移 確 率 は ,
H、'"-K.、+κ、凪(11
.11)'且1=H、'"-K.エ+κ1.
一般的に所有形態 昂 よ り所有形態5 ,への推移確率 は,
'・・一 諾 …差 岸課(11 .12)
対角成分以外の5ずより5ノへの推移確率は,
'炉礎 一髪鴇 源 ㈹)(11.13)
式(11.12),(11.13)より求めた昭和48年1月 より9月 までの住居移動 に関す る推 移確率行列が表
表11-5住 居移動による推移確率行列(xlo-・)
推移後








住 宅 合 計
持 家 99.33 0.04 α25 0.23 0.15 100.00
公 的 借 家 2L2595.27 0.87 0.67 0.94 100.00
民営借家(戸) 2.66 1.(π 93.611.76 0.90 100.00
民営借家(共) 1.97 1!78 4.0191.03 1.21 100.00










(11.5)によ り行 い,その結果を式(1L6)で示 した終局分布 とともに示 しているのが図11-2,
表11-6である。それによると持家の構成比率が初期段階より常に増大 し,その他の所有形態のは常
に減少 している。ただし,公的借家は第10段階まで増加 し,第11段階以降械少 している。 これは公的
表11-6住 宅の所有形態別分布推移(×10-2)
段 階 持 家 公的借家 民 営借家(戸)
民営借家
(共) 給与住宅
診o 6033 6.88 13.22 13.16 6.41
亡ユ 6α93 7.00 13.22 12.49 6.36
'2 61.52 7.10 13.20 11.87 6.31
君3 62ユ0 7.18 13.16 ユ1.31 6.25































終 局 分 布
図11-2住 宅の所有形態別分布の推移
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12.49%より4.45%へと大き く減少している。 これ らの分布構成の増減比を表11-7に示す。それに
よると,減少の大きいものから民営借家(共)0.356,民営借家(戸)0,573,給与住宅0.589,公
的住宅o.656の順になっている。持家の構成比上昇は他の所有形態が相対的に貧困な居住水準にある
ことやそれらによって形成 される住意識に基づ く移動行動の結果を反映 しているものと思われる。さ





ように持家 と借家の2種 類に性格づけられることにより得 られた数値は参考値にとどまる。 しかし,
現在の普通世帯の住居移動が大きくは各所有形態における居住水準の相対的関係によって規定されて
表11-7所 有形態別分布の増減とその居住水準指標との相関性








居 住 水 準 指 標
}
一住宅あた り















公 的 借 家
民 営 借 家(戸)
民 営 借 家(共)









































合 計(平 均) 10Q.oo 100.00 一 (4.15) (23.98)(77.14)(6.61)
(0、87)
パ ラメ ー タ α
回 帰 直 線 パ ラ メ ー タ う
























































構 成 増 減 比(x)
図11-3住 居水準と構成増減比の相関




























最も短かいのは同一所有形態への帰着時間で,な かで も持家間のが1.25と短か く,移動層の少なさ,
移動する場合でも持家への移動が多いことを反映 している。持家以外では民営借家(戸)の 帰着時間
が次いでおり,同一セクター間の推移確率の高かった公的借家より短か くなっている。











持 家 L25 499.95242.15293.15384.40
公 的 借 家 40.43 21.78 188.59245.82302.20
民営借家(戸) 38.24 377.86 13.22 211.75307.08
民営借家(共) 40.67 346.12135.17 22.47四2.73
給 与 住 宅 3a77 416.99173.54232.26 2α74
逆に到達時間の長いものを順にみると,持家→公的借家500,0,給与住宅→公的借家417.0,持家
→給与住宅384.4,民営借家(戸)→ 公的借家377.9などである。 これらは余 り生じない住居移動の











つモメント分析 を行 った。 その結果,住 宅統計調査の住居移動に関する資料より,持家,公 的借家,
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本章では,ま ず,金 沢市の住居移動の概要として幾つかの移動 タイプとその量的構成 について紹介
する。次いで,住宅移動の分析より考察される住居移動に関す る運動法則について説明する。最後に,
金沢市における住居移動の特徴について考察する。





































12,2住 居 移動 の概 要
住居移動行動について図12-1に示すような流れと分析項目を設定した。即ち,①前住宅を移動す
る契機となった理由(移動要因),②次住宅を決定するたあに具体的に行 った住 宅を探 す活動(探索
行動),③次住宅を決定 した理由(決 定理由),また,前住宅 と次住宅に関する様々な属性を比較するこ





多く,転出入合計で半分を占める。市内間移動は全体の 壕 である。県内との移動は転入,転 出ともに
1割ずっである。それらのうち,単身世帯は県外との移動など広域移動,普 通世帯は市内間移動など
の狭域移動でそれぞれ割合が多い。移動圏域 は移動理由と密接に関わっている。即ち,県外との移動
ではそのほとんどが 「仕事 」を理由としているのに対 し,市内間移動では「往宅」43%,「環境 」8%
など易が住環境改善を移動理由としている。県内へ転出(Zi)の移動要因で住環境が4割 を占め,市




































図12-4住 居 移 動 マ トリ ック ス(普 通 世 帯)
讃
親 新 建 中 民 民 公 給 そ



















































移動要因は潜在的な住宅需要世帯を顕在化 した住宅需要世帯へと転換 させる契機 となった要因とみ
なせる。前住宅の種類によりその移動理由は特徴を持つ(表12-1)。いずれの住宅タイプも「仕事 」
を理由とする移動が3～4割 と多い。特に,給与住宅の場合は7割 に達する。 その他の理由をみると,
持家の場合,新築で「家族 」,建売で 「広さ」,中古で 「老朽化 」と「広さ」を主な移動理由として
いる。民間借家の場合,民 借(共 同)で 「住宅 」が%で 最 も多 く,そのうち 「広さ1の 占める割合が
高い。民借(戸建)は 他住宅タイプより「立退き」が多 くなっている。
次住宅を決定 した理由はその住宅タイプが種々の供給住宅と競合するなかで持つ特徴を表わしてい
る(表12-2)。持家の場合,新 築で 「土地が入手し易かった 」「環境 」があげられ,建 売で 「価格 」
「部屋数 」「環境 」,中古で「環境 」「部屋数 」「価格 」がそれぞれあげられている。借家の場合,
民借(共 同)で 「広さ 」「設備 」「環境 」があげられている。 「環境 」のうち「通勤の便利さ」を重
視 し,職住近接型の立地志向を示 している。民借(戸 建)で は 「価格 」「通勤 」などをあげている。
また,他 の住宅タイプより「知人の勧め 」が多 く,知人の紹介 といった居住者をある程度選別するよ
うな住宅の需給ルー トを形成 している傾向が強い。
一130一
表12-1前 住宅種類別移動理由(S.A.、普通世帯) (%)訳 住 宅 環 境 家 族広 ・1設 備1老朽化1家 賃 通 勤 踵 境 結 婚1別 居1・ 居 合 計仕 事 立退き その他 (サンプル数)
親 族 の 家 6.50.0 12.1 0.03.3 LI14。3 14.3 2.2 31.9 1.1 13.2 100.0(91)
新 築 10.4L3 6.5 0,05.2 L31.3 5.2 6.5 42.9 1.3 18.1 100.0(7ア)
建 売※ 36.04.Q 0.0 0。04.O 0.OO.O 0.O 4.O 40.0 o.o 12.0 1qo.O(25)
中 古※ 16.28.1 16.2 O.02.7 2.72.7 0.0 5.4 29.7 0.0 16.3 100.O(3b)
民 借(共 同) 16.82.3 1.5 4,62.3 2.36.1 O.0 10.7 35.9 3.1 144 100.O(131)
民 借(戸 建) 5.92.9 6.9 5.92.9 2.ワ2.O 3.9 3.9 37.3 7.8 17.7 100.O(102)
給 与 住 宅 13.11.3 1.3 O.00.7 2.00.O 0.7 0.7 69.3 2.6 8.3 100.0(153)
※ サンプル数が少なく参考程度















































































































移動理由別にみると,「住宅 」の場合上昇移動が最 も多く85%,「別居 」を除 く「家族 」で80%「









た内容,資 質を持っているのが一般的である。 この ことを通常階層性があると称す。主要な居住改善
行動である住みかえのための住居移動行動においてもこのような経済的原則は貫かれており,同様の






























































住水準の高いものより持家の場合,新 築,建売,中 古,民 間借家の場合,民借(戸 建),民借(共同)



























































老朽住宅ス トックを残す原因となっている。それらの多 くは老朽化 した低質な住居水準にあり,戸建















と住んでいる 」「古 くから住む 」など定住層が多 く,そうした定住層の持家化には親の援助を中心と
し,有形無形の地縁血縁からの援助があるためである。
12.5お わ り に
住居移動は顕在化 した住宅需要の重要な指標である。対象 とする地域社会における住居移動の分析













































要性を持つ戸建持家世帯を取 り上げ、定住性を居住世帯の定住志向 ・住みかえ志向(以 後、定住志向




































と分類 し、各世帯がどの分類に反応 したかにより定住志向を把握 した。





















































































































夫 婦 の み
(52)
夫 婦 と 子 供
(長子年令14才まで)
(77)













%とやや多 くみ られた程度であった。世帯人数では1～2人 と7人以上の定住志向がそれぞれ71%、












































































































































衷13-1定 住志向 と諸要因の相関性(ク ラマーのコンティンジェンシー・係数)
















2.延 べ床面積(582) 3.32 17.台所の広 さ(609) 1.62
3.居 住室畳数(621) 3.14 18,入居理由(634) 1.39
4.{主勲)帰 甥 …(636) 2.91 19。建ペ イ率(548) 1.33
5.世 帯収入(576) 2.86 20.容積率(578) 1.26
6.家 賃 ・返済金(591) 2.63 21.世帯人数(632) 1.09
7.世 帯主の年齢(621) 2.59 22.自繍(627) 0.94
8.世 帯 タイプ(632) 2.53 23,世帯主出身地(638) 0.93
9.建 築時期(605) 2.32 24.勇夕}極)ノ百≒ヲ与法(578) 0.89
10.敷地面積(620) 2.25 25.駐車スペース(638) 0.83
11.世軸 の通鯨 段(421) 2.02 26.繍 モ徳(641) 0.82
12.風呂の有無(635) 1.88 27.住みかえ回数(620) 0.67
13.居住室数(635) 1.82 28.専用 ・併用(639) 0.61
14・脇 かえ前の鷹 島 L79 29,世粧 の醐 鱒7) 0.59



















































昭 和 戦 前 61 一52 30～39〃 43 101
戦 後 ～30年 22 一17 40～49〃 90 42
31-40年 68 93 50-59〃 88 44
41～50年 91 125 60才 以 ヒ 91 76














親の代よ り ・建てかえ 94 90 61
(14)
(62)
焔}と 」'供(14才以D 50 一256
親 に 新 築 等 工2 94 〃(15才'以 、D 72 一一162
新 築 ・ 建 売 購 人 147 151 複 合+欠 損 142 一168
















80～120〃 132 89 ,,1ノ門 白勺 ・ 技 術 的 110 一275
120～160〃 89 97 販 売 ・ サ ー ヒ ス 22 一222









無 職 ・ そ の 他 60 一283








36～48〃 105 59 3-4人 151 一416



















200～300〃 65 198 100-200〃 32 29
300～400〃 28 124 200-300〃 78 一236




























50-100〃 168 一70 5.O～7.5〃 17 一54
100～150〃 52 一46 7.5ノ ∫ 円 以 ヒ 25 一30
150～200〃 38 一57 地
区
1日1「 ∫ 街 地 181 529 134
(130/81200%以 、 ヒ 7 】51 新 〃 142 395














属性指標 全 地 区 旧市街地 新市街地
世帯 主の年齢 1 1 2
世 帯 収 入 2 2 3
容 積 率 3 6 11
世 帯 人 数 4 4 10
建 築 時 期 5 7 13
延 床 面 積 6 10 1
居住 室の畳数 7 14 6
地 区 ※ 8 5 4
敷 地 面 積 9 9 9
世帯主 の職業 10 12 14
世 帯 タ イ プ 11 8 7
建 ペ イ 率 12 13 12
返 済 金 13 3 8









一 〇.7-0.6-0.5-0.4-0.3-0.2-0.10.00.10.2平 均 値
定 住 本 向 2 1 3 4 8・ 1517363834262520199 7 一 〇.03
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第14章 政 策 ・制度 ・手法の適用 とその評価
第3部 では居住環境整備に関わる幾つかの政策 ・制度 ・手法を取り上げて,その実態,評 価のケー
ススタデ ィを行 うが,本 章では,我国における既存のものを中心としてそれらを計画の実現手法とし
ての側面より分類 して,そ れぞれの特性の考察を行 う。さらに,ここで幾つか行っているような政策 ・
制度 ・手法に関する評価研究の位置づけを行 う。
14.1居 住環境整備 に関わ る政策 ・制度 ・手法の特性
居住環境整備に関わる政策 ・制度 ・手法は数多 くあるが,そ れらを分類するには,公共,民間など
その計画実行主体による方法,ま たは,基 盤整備,上 物整備など対象とする 「モノ」による方法など
が一般的に行われてきている。ここでは,そ れらを特に計画内容を実現するための計画手法としてみ
た場合について分類 し,それぞれの特性を考察する。
計画の実現手法には,大 きく分けて①事業,② 規制,③ 誘導の3種類がある。まず,事業型の計画
















ことが多 く,その内容に応 じて,規制の度合の強いものの順に,許可,認 可,確認,届 出などの段階
を持っている。そうした規制には,法律,条 例などによる権威づけされた裏づけを持った基準を定め








握 し,合理的,効 率的に処理できる体勢が整えられれば,相 対的にはかなりの量の発生に対応 してい
くことができる。そのたあには,社会的公平性を最大限確保 し,制度の社会的意義を明確にし,十分
の周知徹底を図り,公共的コンセンサスを得る必要がある。さらに,こ れらを担保するための査察,










基準 に適合 した開発行為に対し,規制緩和や褒賞的なボーナスを与えるような ものが含 まれる。これ
には,特定の建築行為に対する容積率の割増 しなどが含まれる。第3に は,様 々な補助金や融資によ
るものが含まれ,そ れぞれ対象 とするものの選定とともに,補助や融資の割合,限 度額,利 率のコン
トロールなどでその レベルが調整される。第4に は,計 画内容そのものの社会的意義や利点を積極的









14.2政 策 ・制度 ・手法 の評価研究
第2章 でも述べたように,居住環境整備のための計画は,他 の計画行為と同様に幾つかの計画ステ
ージを持つ計画プロセスとしてとらえられる。 ここで取 り上げている居住環境整備に関わる政策 ・制
度 ・手法のうち,政策は,主 として現状認識に基づいて定立される目的 ・目標及びそれか ら導出され
一152一
る計画課題の体系に関わるものとして位置づけられる。また,制度 ・手法は,主 として計画内容を実

















の予測,そ のために必要 となる補完すべき事柄,な どについて事前に検討するためのフィージビリテ
ィ・スタデ ィ(feasibilitystudy)を行 う,ものなどがあげられる。
第皿部では,都市圏における居住環境整備に関わる幾つかの政策 ・制度 ・手法の評価研究を行って
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表15-2線 引きタイプ別地域 区分 表15-3線引きタイプ別市街化区域の人ロ規模分布
大 都 市 圏
A
京 浜 中 京 京阪神 北 ・福 その他
地方圏 口 計 0-5 5.10 10.20 20～3030～50歴 合 計
1 4 0 6 0 0 0 10
1 0 2 3 且 1 3 10
i【 15 0 7 0 0 0 22
lI 0 13 5 3 0 1 22
1】1 26 1 5 2 0 0 34
】皿 6 9 5 8 2 4 34
『》 0 2 6 0 0 1 9
膨 1 2 1 1 1 3 9
V 6 1 1 1 2 4 15 V 6 0 8 1 0 0
15
VI 4 2 3 1 2 8 20 VI 1 3 4 3 6 3
20
Vll 3 2 3 1 0 1 10 四 6 2 2 0 0 0
10
刷 25 4 8 4 1 19 6! 田 33 17 6 4 1 0 61
脳 23 11 9 4 3 45 95 lX 24 14 29 15 9 4 95
X 10 2 5 5 0 10 32
x 31 0 豊 O 0 0 32
合 計 U6 25 53 18 8 88 308 合Il卜 108 62 64 36 20 18 308






















広 狭 性 典 型 例
1 大都市圏中心 中～大 超高密 一 東京,大 阪,門 真,寝 屋川,豊 川
∬ 大都市圏中心隣接 中 高 密 一 川崎,吹 田,藤 井寺
皿 大都市圏中心又は周辺 小～大 中 間 『 大宮,町 田,名 古屋,福 岡,藤 沢,枚方
w 大都市圏中心又は中心隣接 小 ～大 高 密 狭 い 京都,茨 木,高 槻,神 戸
V 大都市圏周辺地方圏 小 ～中 低 密 狭 い
室蘭,所 沢,小 田原,松 本,
岩国
VI 地方中核 小～大 中 間 中 間 函館,平 塚,金 沢,甲 府,千 葉,柏鴎 広島 ・北九州
w 大都市圏周辺 小 ～中 低 密 広 い 上尾,富 田林,太宰府
皿 大都市圏周辺地方圏 小～中 低 密 中 間
宇都宮,木 更津,佐 倉,小 松,
東広 島,大 分
双 地方中心 小～大 中 間 中 間
札 幌,旭 川,秋 田,前 橋,福 井,
岡崎,高 知,熊 本
X 大都市圏周辺地方圏 小 低 密












ゴンペル ツ曲線 はパ ラメータa,bに よって図15-3に示すよ うにおおむね4種 類の変化パ ター ンと
な る。パ ター ンA,Bは 人 口密度が単調増加 、パ ター ンC,Dは 逆に単調 減少 を示す。その うち、パ
ターンBとCは それ ぞれtの 経過 とともに漸近す る上 限値 又は下限値を有 し、それはパ ラメータkと
な る。 計算 の結果、対象 区域の64%、198区域 における人 口密度変化 が ゴンペルッ曲線 に適合 してい
注3}
る と判定 された。 表15-5に 都市計画区域 の立地地域 、表15-6に 線 引きタイプ と求 め られ た人口
密度 の変化パ ター ンとの関係をそれぞれ示 している。










k 一 噌 ∴ 一____
D.0<a<1.b>1
t
図15-3ゴ ンペルツ曲線 の変化 パターン
t
160一
表15-5立 地地域と人ロ密度の変化パターン 表15-6線 引きタイプと人ロ密度の変化パターン
変 化
パター ン
大 都 市 圏
地力圏 全 国 A B C D 合計





























































































合 計 96 13 37 12 4 36 198
*北 ・福は北九州 ・福岡である。
合計 28 161 4 1 194










に示された人口密度の基準値よりみると、タイプ1とWを 除き、タイプ1L皿 で も80人/ha以上の上
限値を持つのが少なく、タイプ皿では%が80人/ha未満となっている。タイプV,VIはおおむね60
人/ha以上となっているが、その他のタイプはいずれも60人/ha未満の方が多くなっている。特に「広
く」線引き したタイプ皿で9割 近 くが50人/ha未満 と低 いのが 目立 ってい る誉4)
各都市計画区域毎に1980年計画人口が示されているが、ここではそれか ら求め られる計画人口密
表15-7線 引きタイプと変化パターンBのk値 の分布 表15-8線 引きタイプとγ値の分布
0 30 40 50 60 70 80 100合計 0 0.20.4 α6 0.81.01.5 ao 合計
、 、 ～ ～ ～ ～ ～ 、 、 ～ ヤ ～ 、 鮨 ～ ～
1 3 3 1 2 1 3
皿 2 3 8 2 15 丑 1 4 3 2 3 2 15
皿 1 2 10 7 10 30 皿 1 1 3 5 8 5 5 2 30
w 2 1 3 鮮 1 2 3
V 1 2 1 4 V 1 1 2 4
V1 2 5 2 1 10 w 4 2 2 1 1 10
田 1 1 2 3 7 四 1 1 2 2 1 7
田 6 9 8 1 2 26 田 2 9 5 5 2 2 1 26
1X 8 15 13 5 4 1 46 IX 1 11 6 6 11 9 1 1 46
X 7 2 2 2 1 14 X 1 3 3 3 1 3 14








yo:決 定年 の市街化 区域 の人 口密度
ko:目 標年(1980年)の 市街化区域の人 口密度
γが1。0以上 、即 ち、上限値が計画人 口密度を上回 ってい るのは1、吻 しかな い。線引 きタイプ別で
は皿,皿,D(に ほぼ集 中 している。 なお、 γは計画人口の設定に よって大 き く異な って くることに留
意す る必要 がある。






















































































































































1)建設省都市局都市計画課:都 市計画標準 第 ユ～2回,新 都市 ＼61.29Nα242～243,1975年6～7月
2)建設省都市局:都市計画年報1971～1980年版
3)自治省行政局:住民基本台帳に基づく全国人口 ・世帯数表1970～1980年
























































































































































用 途 地 域
建 築 基 準 法 金 沢 市 大 阪il∫*
建 ペ イ 率 容 積 率 建 ペ イ 率 容 積 率 延 ペ イ 串 容 積 率
第1種














0,300 60 200 60 200(原 貝ID
住 居 60 24
0,300
0 60 200 60 200
近 隣 商 業 80 2
4
0,300
0 80 2007300 80 阜難 撫





準 工 業 60 2040
,300 60 200 60 200
工 業 60 2040
,300 60 200 60 200


















1種住専 0.18 0.21 0.14 3.83 3.69 2.33
2種住専 o.ユ9 0.20 0.11 3.80 3.74 1.80
住居地域 0.34 0.29 0 .38 6.47 5.57 6.48
近隣商業 0.03 0.03 0.03 0.54 057 0.54
商 業 0.04 0.04 0.05 0.75 0.71 0.82
準 工 業 0.11 009 0.18 2.05 184 3.08
工 業 0.06 0.06 0.06 1`22 0.85 0.94









































































































図16-2用 途地域別敷地面積 の経年変化(図16-1と 同 じ)
表16-4用 途地域によ る住 宅ス トックの相違(1978.10)


























の性格,都 市計画の方針,建 築需要などにより異なってくる。さらに,個 々の住宅の立地活動は用途
地域制の用途規制以外に,用途地域の指定形態,土地開発動向,地価,土 地入手の難易性などに影響
されていると思われる。それゆえ,住 宅立地に関し用途地域制による誘導効果のみを取 り出すことは















住 居 系 商 業 系 工 業 系
立地件数率 〉面積率 誘 導 擬似誘導 擬似誘導
立地件数率 く面積率 擬似排除 排 除 排 除
一169一
的な分析は可能であると思われた。また,両 者の比率を比較す ることにより表16-5に示すように誘
導効果の分類を行 った。即ち,用途地域制の趣旨注6)に従 って,立 地件数の比率が用途地域の面積率
より多い場合,住 居系用途地域には 「誘導効果」があり.商業系,工 業系用途地域には 「擬似誘導効
果」があるとする。 逆に,立地件数の比率が面積率より少ない場合,商 業系,工業系用途地域には
「排除効果」があり,住居系用途地域には 「擬似排除効果」があるとする。







































立 地 件 数
















16.4立 地 誘導効 果の分析
金沢市をケーススタディとし表16-6を用いて用途地域制の住宅の立地誘導効果を分析する。デー
タ数が一定以上得られること,及び,用途地域制との関わりで立地活動を分析す ることに意味がある
ことを考慮 し,ここでは新築の専用住宅で一戸建 ・長屋建のものを取 り上げる。そのうち,持家と分
譲住宅では立地性向が異なると考えられ,さ らに,分譲住宅は今後用途地域制との関わ りでその立地












































































ている。 しか し,敷地規模別では一部これと異なる傾向がみ られる。1種 住専では150ml未満に対し
擬似排除効果,150m似上に対 し誘導効果を示す。この傾向は敷地規模の増減によりそれぞれ強まる。
2種住専は全体 として誘導傾向を示す ものの統計的有意性はみられなかったが,敷 地規模別では1種
住専と同様 に150m似上に対 し誘導効果を示 し,やはり敷地規模が大きくなるとそれが強まる。住居
地域では200皿2未満のいずれの敷地規模に対 しても誘導効果を示 している。住居系以外では近隣商業









譜 工00㎡未満 100～120〃 120～150〃 150～200〃 200～1000〃 全 体
第一種住居専用 ▲ △ △ ● ● ●
第二種住居専用 ○ ◎
住 居 ● ● ● ◎ ●
'
近 隣 商 業 ◎ △ ▲ △
商 業 △ ▲ ▲ ▲ ▲
準 工 業 ▲ △ ▲ ▲ ▲ ▲
















































表16-8新 築分 譲住 宅への用途地域の誘導効果
(専用住 宅,一 戸建 ・長 屋建)
・瀦 80ガ未満 80～100〃 100～工20〃 120～150〃 150～200〃 200～1000〃 全 体
第一種住居専用 ▲ ▲ ● ●
第二種住居専用 ▲ ▲ ▲ △ △
住 居 ● ● ● ● ▲ ●
近 隣 商 業 △ △ ▲ ▲ ▲ △ ▲
商 業 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
準 工 業 ◎ ● ▲































① 持家は全体としてほぼ用途地域制の主旨に適合 した立地を しているが,分 譲住宅はあまり適合
した立地をしていない。
② 住専地域は持家,分譲住宅いずれも敷地規模が小さい程擬似排除効果を示 し,敷地規模が大き
くなる程誘導効果を示す。ただ し,2種住専は敷地規模の大きい分譲住宅に対 して も擬似排除効果を
示す。
③ 住居地域は敷地規模の特に大きなものを除き持家,分 譲住宅のいずれに対 しても誘導効果を持
つo
④ 商業系用途地域は分譲住宅に対 してはすべて排除効果を持つが,持 家に対 しては近隣商業地域
が 「80m2未満」の極めて小さい敷地規模に対 し擬似誘導効果を持ち,そ の他はおおむね排除効果を持
つo
⑤ 工業系用途地域は持家に対 しほぼ排除効果を持つが,分譲に対 しては準工業地域が100m2未満
に対 し,工業地域が 「150～2DOm朱満」に対し擬似誘導効果を持ち,さ らに,そ の他の規模に対して
も余り強い排除効果を示さない。




























5)総理府統計局;昭 和53年住宅統計調査報告 第3巻 その171979年11月
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第17章 土地利用 強度規制 による住宅建設活動
へ の影響 につ いて
17.1序










られているが,そ の数も少な く,しかも法律に基づ く全国一律的適用の色彩が強い。その結果,各地
域の実態に合わない面が出てきたり,大都市の実態を反映した低い水準の規制値が大都市以外の地域
にも適用されるといった矛盾を生 じている。注1)


















タとしては,金沢市における建築着工統計関連業務資料,及 び,金沢都市圏 注3)にお ける調査デー
タを用いている。また,こ こでは我が国における主要な市街地居住形態のひとつである低層の戸建住
宅を主 とする住居系市街地における計画手法の開発を目的として,分 析の対象とす る建築物を新築,
戸建 ・長屋建,2階 建のものに限定 している。なお,本研究で用いるデータは金沢市及びその周辺の
ものに限定されるが,土 地利用強度規制が全国画一的に行 われてい るため差 し支えないと思われる。
17.2研 究 の方法
まず,デ ータとしては,金沢市における1975年1月より1981年3月までの建築着工統計関連業務資
料より得 られた容積率に関するものを主として用いるが,注4)建ぺ い率 について も分析 を行 うた
め一部で金沢都市圏における1977年1月～12月の建築確認申請台帳より無作為抽出した800件の戸建
持家専用住宅を対象として実施した調査票による配布留意調査より得 られたものも用いている。また,












表17-1規 制値別 の分析 対象データ(新 築,戸 建 ・長屋建,2階 建)
上段:件 数,下 段:%

































































積率が最も小さいが,変 動係数が最も大きくなっている。これは,他 の用途地域に比較 して土地利用
状況が多様で都市住宅と農家住宅の混在 していることなどに起因 していると思われる。
次に,分譲について分析する。経年的には持家と同様に平均容積率がユ975年の69.9%から1980年の
表17-2用 途地域別の平均利用容積率(新 築,戸 建 ・長屋建,2階 建)































































































74.5%へと一般的に上昇する傾向にある。 しか し,1978年で平均が減少 し,変動が大きくなっている。
これは,住 居地域での変動の大きさが影響 していることによる。1981年で平均容積率が65.9%と極端













































②aが 大 き くな ると,敷 地面樟(x)に対す る延床面積(y)が大 きくな る,即 ち,容 積率(y/x)
が大きくなる。逆に,aの 値が小 さくなると,容積率(y/X)が 小さくなる。
③ 敷地面積(X)が 大きくなると,延床面積(y)も それにつれて大きくなるが,敷地面積(X)
がある程度以上の規模になると一般的に延床面積(y)の 増分に漸減現象が生 じることから,bは正
であり,かつ,1よ り小さい。
④bが0に 近づ くと,平行線(y=a)に 近似'して くる。即ち,敷地面積(x)が ある程度以上
になると延床面積(y)は 一定値に漸近する。
⑤bが1に 近づ くと,直線(yニax)に 漸近 したものとなる。即ち,敷地面積(x)が 大きく
なるにつれ一定の比率で延床面積(y)も 大きくなる。ただ し,敷地面積(x)が 一定規模以下の場
合に限られる。
これらのことを踏まえて,各 土地利用強度規制値における回帰モデルのパラメーターを比較,分析
する。表17-3に各容積率規制値別に回帰モデルのパ ラメーターa,bを 相関係数とともに示 してい












表17-3回 帰 モデルのパ ラメーター及 び相関係数(新 築,戸 建 ・長屋建 ジ2階建)
上段:持 家,下 段:分 譲


















































174歪 度 によ る分析




















平 均 モ ー ド
メデ ィア ン













メ デ ィア ソ
正 に歪 ん だ分 布
(α>0)
(c)
17.4.2規 制値 と敷地面積規模 による利用容積 率分布 の変化
表17-4-1,17-4-2に持家,分 譲それぞれについて土地利用強度の規制値別,及び,敷地規








てづまり状態の結果,利 用容積率の平均が100.3%と大きく,かつ,歪 度が負 となって くると思われ
る。この300%指定を除く200%以上の指定地域では歪度がいずれも正となっている。
表17-4-1持 家の利用容積率(新 築,戸 建 ・長屋建,2階 建)
＼ 規制値 60%80% 100% 200% 合
敷地規模＼
300% 400% 計
一 一 一 105.16 136.05 138.25 108.50
一 一 一 23.62 19.37 36.97 25.94
80ガ未 満 一 『 一 0,225 0,142 0,267 0,239
一 一 0 3,267 一1.187 1,834 2,654
00 324 22 16 362
一76 .83 85.79 93.54 111.58 115.29 94.29
80-1.17 9.43 32.32 20.82 29.87 31.99
～-0 .015 0,110 0,346 0,187 0,259 0,339
9%-0,938 0,200 15,179 一〇.493 0,325 14,417
06 14 648 12 24 704
一67
.44 80.50 83.26 111.75 94.88 83.65
100-8.14 14.27 17.66 9.54 27.17 18.27
～-0 .121 0,177 0,212 0,085 0,286 0,218
119ηz9-0.320 0,008 2,063 0,735 0,579 1,932
09 8 834 4 34 889
57.0064.03 70.50 78.25 92.91 79.75 77.84
1202,009.32 12.00 20.10 26.50 19.25 19.92
～0 .0350.146 0,170 0,257 0,285 0,241 0,256
149ηz臼0.0-0.303 0,049 5,459 一〇.199 0,374 5,148
330 50 1,410 11 52 1,556
53.0757.99 65.02 69.57 93.86 67.50 68.63
1505,149.59 13.02 15.00 34.71 ⊥6.42 15.14
～0 .0970.165 0,200 0,216 0,370 0,243 0,221
199η♂-0、5160.008 0,069 0,630 0,701 1,242 0,737
46108 117 2,359 7 112 2,749
48.5452.82 56.14 59.65 59.83 56.85 58.29
2007.1911.22 12.48 15.28 9.28 18.16 14.92
～0.1480.212 0,222 0,256 0,155 0,319 0,256
300ガ ー0.4200.358 0,401 0,940 一〇.087 1,939 1,025
108258 208 2,242 6 106 2,928
37.3042.86 43.74 45.28 48.82 36.27 43.89
10.4912.14 14.77 17.82 27.37 14.34 17.23
300ガ以上0.2810.283 0,338 0,394 0,561 0,395 0,392
0。2900,490 1,311 1,116 0,679 1,162 1,162
8069 82 1,307 11 164 1,713
45.7353.83 58.96 69.21 100.74 62.77 67.48
10.2512.40 16.14 23.80 38.21 31.75 24.16
合 計0.2240.230 0,274 0,344 0,379 0,506 0,358一〇.6410.026 0,195 4,067 一〇.351 1,331 3,523
237480 479 9,124 73 508 10,901





















一一 一 つ 規制60%











持家と分譲につ いて比較す ると,全 体の利用容積率の平均,変 動係数では,分譲の方が平均で約
表17-4-2分 譲の利用容積率(新 築,戸 建 ・長屋建 ・2階 建)



























































































































































































































































































1段目:平均,2段 目 標準偏差,3段 目 変動係数,4段 目 歪度,5段 目:件数
一185一













































q十r)2(q十r十1)(・ 一 ・)2(1・ ・)
食 一 ・+,≒ ≒(・ 一 ・)(1・ ・)
このことより,逆 に確率変数 の平均,分 散,上 下 限値 が求 められれば分布形を決 めるパ ラメーター

















ベータ分布でパ ラメータqがrよ り大きい場合,規 制の影響が表われているとみなせる。
ひとつの例として図17-4に持家の60%指定地域における容積率の度数分布 とそれに対応するべ一
タ分布を示 している。なお,こ こで用いているベータ分布のパ ラメーターq,rは実際の度数分布の平
均,分 散より求めており,また,利用容積率の下隈値は0%,上 限値は最大許容容積率としている。
それぞれの指定地域における度数分布とべ一タ分布の図を比較すると,規制値80%の分譲において多少





平均,分 散よりベータ分布のパ ラメータq,rを 求あ,こ のq,rを 持つべ一タ分布に基づいて分析
を進めることにす る。
表17-5カ イ自乗検定(5%有 意 水準)の 結 果





















17.52規 制値 と容積率 分布形
本節では,ベ ータ分布を用いて各規制値での分布形を比較することにより,規制による影響の分析
を行 う。なお,ここではベータ分布を求めるために,表17-4-1,17-4-2で計算した利用容積率の平均,
















表17-6ベ ー タ分布のパ ラメータ,最 頻値,ピ ー ク値
上段:持 家,下 段:分 譲















































%で53.9%と非常に両者の差が小 さくなり,規制が強 く影響 していることがわかる。






























土地 利 用強 度(容 積 率,%)
一190一
し,さ らに,必 要 に応 じて120m2未満(A1)と120～14gm2(A2),200～29gm2(C1)と300
皿似 上(C2)と してい る。
まず,図17-6-1の 規制60%では,敷 地規模 が小 さ くなる程 分布 は右の規制値側 に片寄 った分布
となっている。また,表17-7に示 したベータ分布 のパ ラメーターq,r及 びq/r,さ らに,最 頻値,
ピーク値 をみると,規 制 の影響がみ られ る分布 ではq/rの 値が大き くなって表われ,ま た,最 頻値
が規制値に近づ いた ものとな り,か つ,ピ ーク値 も大き くな って いる。持家 と分譲を比較す ると,い
ずれの階層 で も持家 の方 が規制 の影響 が大 きい結果 とな って いる。「200m2未満」で は,分 譲でrが0,
99と1.00より小さな値 とな ってお り、60%の規制値 のところで無限大 とな る分布 とな っている。 しか
表17-7敷 地規模別のペータ分布のパラメータ,最 頻値,ピ ーク値(容 積率規制)
上段:持 家,下 段:分 譲
















































































































表17-8敷 地規模別 のべ一 タ分布 のパ ラメータ ・最頻値,ピ ー ク値(建 ペイ率60%規制)
上段:持 家,下 段:分 譲


















































し,こ の階層で もq/rの 値 をみるとや は り持家の方が大 き くな ってお り,持 家の方が規制の影響が
大 きいとみなせ る。 「300皿2以上」では,q/rが1.65と 最 も小 さ く,最 頻値 も40.5%と規制値60%
とは約20%近い差 があ ることか ら,規 制 の影響を ほとん ど受 けていな いと言え る。
次 に,図17-6-2の 規制80%では,敷 地規模 階層 による ピー ク値 の差が小 さくな ってきており,
規制60%の場合にみ られたよ うな明確な規制の影響が表われていない。即ち,「150m2未満」の階層
で は,q/rの 値が大 き く最頻値 と規制値 との差 も小 さな ものとな って い るが,「150m2～199m2」,
「200m2以上」 では,ほ とん ど規制の影響が表われていない。 また,こ こで もやは り持家 の方が分譲
よ り規制 の影響が大 きい結果 とな ってい る。
図17-6-3の 規制100%で は,分 布 形を見 ると,最 頻値 は階層 によって変化 して いる ものの,ピ
ー ク値 ではどの敷地規模階層で も値 が小 さ くほとん ど差 はみ られな い。 また,q/rの 値 について も他
の規制値 の ものと比べ るとその差は小 さな ものとなって いる。つ まり.各 階層 における規制の影響の
差が小 さ く,最 も規制の きいてい ると思 われ る 「150m2未満」の階層で もそれ ほど強 い影響が表われ
て いるとは言えない。また,「200m2以上」 の階層で は,分 譲でqがrよ り小 とな り,ま った く規制
のかか って いない分布 に近似 してきている。持家 と分譲について比べ ると,「1501nl未満」の階層で
分譲 の方が,q/r,最 頻値,ピ ーク値 のいずれ も持家よ り大 き くな ってお り.規 制の影響 が大 きい












































































































































































































































次に,建 ペイ率の規制の場合に関す る分析を行 う。データが得 られた60%規制値の場合のみにっい
て,そ の分布形を持家と分譲に区別して,図17-7に示 している。対象住宅は,一戸建,2階 建住宅であ
る。表17-8に示しているq,r,q/r,最頻値,ピ ーク値の値をみると,容積率の分析で得られた結
果と同様のことが認あられる。即ち,敷地面積規模によって,建 ペイ率規制の与える影響がかなり顕










2)容 積率規制60%では,歪度が負,か つベータ分布でも右に片寄った分布 となり,影響は顕著
に表われている。


















5)第9章 で は,多 変量解析を用いて,既成市街地における持家の延床面積を最も大きく規定しているの
は敷地面積であることを明らかにしている6
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本研究のように住宅地を考察対象とする場合、最 も適 していると考え られる方法は、同質の居住構
造を持つ小規模な地域的単位の住宅地を幾つか取 り上げ、それらを比較検討 しながら分析する方法で




地 区 宅地区画数 住 宅 数
m2 % %
A 124 115 111.7 67.0 112.8
旧 B 109 96 84.5 81ユ 144.9
C 112 90 110.3 70.6 115.1
市
D 96 90 139.1 53.5 91.1
街 E 107 101 146.2 51.6 77.4
地 F 118 108 216.7 50.6 78.1















街 J 112 97 212.5 43β 64.9





































敷 地 面 積80 160240320400





























敷地面積が小規模な場合、即ち、L脱 と 玩 の間ではその上、下限値は直線関係にあるものとし、
次式を考える。
‡騰1:談 に 諺}玩 ≦・≦レ(18.2)
r%,r♂:建 築利用率(上 、下限、 玩>r♂>0)
L㎝,L。∠:定 数(上 、下限、L侃 くL。♂<L那)
式 α8.2)を前記設定 され た敷地面積、建築利用面積で表 わす と次式のよ うになる。
諜1:‡lllll:婁:1}q・鋤


































図18-4建 築 利用分布 曲線
式(18.4)に式(18.1),(18.2)を代入すると次式が成立する。
耀1=il:離}以(1&・)
麟 喬=器1:に 蹄t}玩 ≦・≦・・(18・ ・)
式(18.5),(18.6)で表現 され る曲線 を ここではそれぞれ上 限曲線 、下限曲線 と呼び、 図18-4


































































































敷 地 面 積
容 積 率 の 分 布
一201一
‡騰 翻 町16。似 、}12・㎡≧・≧ ・・㎡(1&・)
容積率の場合



















には不可逆的動きであると言えよう。近年の既成市街地における"ミ ニ開発、で行 われ る大 宅地を
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B地区 古 くからの居住構造を基本とし、それを大きく変えることなく今 日まできている。住宅
も伝統的建築様式を残しているものがまだかなりみ られる。それ らは平入 りで2階 が低 く、隣接家屋
と壁面を接するものが多い。戸建住宅としては特殊形態であるとも言える。平均敷地面積が85㎡と調











る。これ らのうち前者の方法は、この地区が市中心部に近接 しており、必要 とされる経費、居住者の
負担能力を考慮すると非現実的であり、後者の方法を基本 とすべきであると思われる。また、建築活動






が80%以上を示す例は、1サ ンプルしかみ られないが、60～80%の例が25%と比較的多 くみられる。
容積率では100%以上は13%で、60～100%に77%分布 している。土地利用強度よりみると、この地





























18.5計画手法 として の分 布曲線
本節では建築利用分布曲線を戸建住宅地における土地利用強度コントロールの一手法として用いる
ことに関して考察する。計画手法として考える場合、①当該地域における戸建住宅地の土地利用強度
や建築利用状況の分析か らそれ らの特性を把握 し、②それに基づいて、・対象地域にどのような居住環
























































































図18-10は下限値B♂がB♂3やB♂4へ上下 した場合にっいて示 している。下限値B♂ 自身は対象
戸建住宅地における許容建築利用面積の最小値を示 していることになるが、それが上昇する場合、土
地利用強度計画値rを 与件とすればそれを担保する土地区画面積の基準値 ♂が ∠5へ大きくなること






すとr2を与件とすれば51と ♂2の差が小さくなり、 ♂2を与件とすればr1とr2の 差が小さく
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着 工 地 区 率1 換地処分完了地区
昭和54年末現在
施 行 中 地 区
地区数 面 積(ha) 地区数 面 積(ha) 地区翻 面 積(h・)
組 合 施 行
一 人 施 行








































1合 計 175 2,669.3




19.2金沢都市 圏における土地 区画整理事業 の特徴
土地区画整理事業は一般的に市街地の基盤整備事業として用いられており、現在までの全国におけ





























































































































組 合 施 行 施 行 前 5.9 3.5 0.03 73.5 5.8 5.3 1.4
一
16.1 30.6施 行 後 21.7 1.0 3.3 41.4 16.9 0.9 1.4 13.9
一 人 施 行 施 行 前 3.6 3.7 0.0 15.9 63.5 9.0 0.0 一
18.6 20.9施 行 後 22.9 0.8 3.6 2.7 68.1 0.8 0.0 1.1
公共団体施行
施 行 前 6.5 2.3 0.0 17.0 30.6 37.0 1.1 一
15.8 18.2施 行 後 24.9 1.4 3.7 0.0 67.5 1.3 0.7 0.5
公団 ・公社施行 施 行 前 3.8 2.8 0.0 7.2 79.4 1.0 0.0 一 22.8 22.3施 行 後 21.5 1.5 5.1 0.0 71.8 0.1 0.0 0.0
共同(民間)施行
施 行 前 6.1 4.1 0.0 69.0 4.5 5.4 0.2 一
16.5 24.2施 行 後 21.4 1.2 3.2 17.3 48.7 L7 圏0,2 7.6
共同(公共)施行 施 行 前 5.4 3.0 0.0 30.9 49.2 8.0 0.1 一 18.9施 行 後 21.3 1.1 5.0 2.5 68.6 1.1 0.6 0.0
19.5
全 施 行
施 行 前 5.5 3.4 0.02 54.3 23.3 7.9 0.8 一




施行状況 施 行 前 施 行 後
種目名 最 小 最 大 平 均 最 小 最 大 平 均
道 路 0 8,839 904 84 31,309 3,419
河 川 ・水路 0 6,802 636 0 8,609 236
公 園 0 246 4 0 9,527 611
田 畑 0 81,365 9,833 0 35,036 4,322
宅 地 0 36,284 2,383 0 107,851 5,137
山林 ・原野 0 28,635 755 0 4,222 95
そ の 他 0 16,330 239 0 13,151 232
保 留 地 一 } 一 0 15,919 1,294











も施行後の宅地面積率が7割 近 くに増加 している。これ らの事業では宅地化可能な土地がほとんど宅
地化していると考えられる。共同(民 間)施行では施行前5%よ り施行後49%へと組合施行よりは増















施 行 者 市街化率 住宅地化率 住宅専用率
全 施 行 54.0 43.9 81.3
組 合 41.2 32.4 78.6
一 人 75.0 62.4 832
公 共 団体 70.2 49ユ 69.9
公 団 ・公 社 80.7 73.6 91.2
共同(民間) 63.7 51.6 81.0
共同(公共) 61.1 54.0 88.4
表19-5施行者別市街化率 ・住宅地化率(重みづ
け平均)
施 行 者 市街化率 住宅地化率 住宅専用率
組 合 29.2 21.7 74.3
一 人 59.8 40.7 68.1
公共 団 体 32.7 16.0 48.9
公団 公社 80.8 75.2 93.3
共同(民間) 45.6 36.9 80.9
共同(公共) 41.8 36.3 86.8
わせる。この結果求め られた面積をここでは施行地区における市街化面積とみなす。即ち、ここで言









給を主目的としその事業面積 も小さいものが多いためと考え られる。公団 ・公社施行は市街化率が非
常に高く81%である。これは、住宅供給公社の団地開発を多 く含み、分譲住宅等が同時に建設されて
いる場合が多いためと考えられる。組合施行は田畑面積の占める割合が大きく、そのことが市街化の
進行を他の施行者に比較 して遅 くしていると考え られる。また、表19-4には住宅専用率も示してい



































公 共 団 体







市 街 化 率 と 経 過 年 と の 相 関 グ ラ フ(全 施 行)
15年以下と比較的短 く市街化率 も概ね40%以下 とあまり進んでいない事業であり、すべての施行者を
含んでいる。グループBは経過年がおよそ12～13年以上と長く、また、市街化率 も50～60%以上とや
や市街化が進んでいる事業が多い。 このグループBに は組合施行が多 く、他の施行者でこのグループ
に含まれているものは市街化がやや遅いものである。グループCは経過年が10年以下と短いが、市街































施 行 者 市街化率 住宅地化率
全 施 行 0,622 0,506
組 合 0,705 0,571
一 人 0,173 0,281
公共 団体 0,925 0,633





























































































の差がみられ、分譲住宅建設を行 っている住宅供給公社を含む 「公団 ・公社」の年市街化率が12.7





ち第一種住居専用地域など住居系 の専用度が高 くなる程年市街化率が大きくな り、逆に、準工業地域




な るに従 って明 らか に住 宅地 と しての専用度 が大 き くな る。 この ことは用途地域制 の主 旨にほぼ合致
している ことにな る。
主要道路 との位置 関係で も年市街化率 と明 らかな関連性が認め られ る。即 ち、主要道路が 「区画内
貫通」 している場合 は4.5%と最 も小 さ く、 「接 してい る」 とな ると5.8%とやや高 くなる。そ して、
「0.5km以内」とやや離れ ると6.4%と これ らの区分の うち最 も高 くな り、 「0.5-1.Okm」では
逆に5.5%と やや小 さ くな って しま う。 これ らの ことは、主要道路 との位置関係 によ り区画整理地区
の交通 の利便性 、地価、沿道 の生活環境な どが変化 し、 それ らが市街化 に影響 して いるとみなす こと
ができる。 また、年市街化率 と年住宅地化率 との差をみ るとほぼ主要道路 との位置関係が離れるに従
って住 宅地 と しての専用度が高 くな ってい ることがわか る。
最後 に、中心 か らの距離帯別 に年市街化率をみ ると、中心に近 い 「0～5km」で5.4%と最 も小さ
く、 「5～9km」で5.7%と やや高 くな り、 さらに 「9～13k皿」で6.5%と 最 も大 き くなる。最 も離
れた 「13～18k皿」で は5,4%と逆 にやや低 くな る。 この ことか ら、中心か らの距離 によって も市街化
は一 定の影響 を受 ける ことが推測 され る。
19.5.2重 回 帰 モ デル に よ る分 析
ここでは得 られたデータを用 いて施行地区の市街 化 とその関連要因 との多変量解析を行 う。手法と





用いる変数 は上記 のよ うで あるが、重回帰分析は原則 と して定量的変数 しか扱えないので前述の関
連要 因の うち比率尺度 及び間隔尺度 を用 いることにな る。 しか し、 ここで は順位尺度 も用い ることと
し、④用途地域 、⑤施行者 の種類 の両者は名儀尺度で あるので除 く。ただ し、全施行 で計算す る場合は
⑤ 施行者 について下記 のよ うなダ ミー変数を用 いて説明変数 と して加 えることにより計算を行 った。





積データの平均値とともに比較 して示 している。それ らによると、重相関係数は組合施行の場合が最
も高 く0.855である。説明変数ではいずれの場合も経過年が第一の説明変数となっており、その寄与
率も他の説明変数より格段と大きい。このことは十分予想されたことであるが、これ らの要因のなか









経 過,年 0.609330.37128 0.37128 0.60933 3.43809 0.55055
宅地面積率 0.67276 0.45268 0.08132 0.39025 0.95967 0.80561
保留地面積率 0.67411 0.45442 0.00181一 〇.27073 0.76864 0.20672
田畑 面積 率 0.68028 0.46278 0,008$5一 〇.28933 0.59750 0.43707
道路面積率 0.65269 0.46606 0.00328一 〇.10905 0.54575 0.06559
主要道路との
位 置 関 係 0.68304 0.46654 0.00048 0.17998 0.80617 0.02353
施 行 者 0.68303 0.46660 0.00006 0.22455 0.79614 0.00926
(定 数) 一56.63459
表19-8市 街化率への影響要因についての重回帰分析の結果(組 合施行)





経 過 年 0.73775 0.54428 0.54428 0.73775 3.50042 0.74260
田畑 面積 率 0.77126 0.59485 0.05057一〇.11673 0.29097 0.24249
主要道路との
位 置 関 係 0.80581 0.64933 0.05448
一〇.05494 一6 .67963 一 〇,27584
地 価 0.81875 0.67035 0.02102 0.36843 0.02422 0.20570
保留地面積率 0.83715 0.70082 0.03047 0.12654 1.25601 0.44567
宅地面積率 0.85501 0.73104 0.03022 0.13334 0.71249 0.51759
道路面積率 0.85539 0.73169 0.00065一 〇.15244 0.18966 0.02762
(定 数) 一37.90889
表19-9市 街化率への影響要因についての重回帰分析の結果(公共施行)
説 明 変 数 重相関係数(Rゴ) R書
寄 与 率
(Rl-R、.1>
単相関係数 偏回帰係数 標準偏回帰係 数
経 過 年 0.52650 0.27720 0.27720 0.52650 2.62052 0.44163
保留地面積率 0.58840 0.34621 0.06901一 〇.26270一16.18804 一 〇.27983
道路面積率 0.66636 0.44403 0.09782 0.27653 5.52183 0.63422
宅地面積率 0.69312 0.48041 0.03638 0.05284 2.28315 0.54822
田畑 面積 率 0.71839 0.51609 0.03568 0.15413 L78079 0.31949
地 価 0.73195 0.53575 0.01967 0.08706一 〇.02040 一〇.16387
主要道路との













全 施 行 組 合 施 行 公 共 施 行
ス テ ップ1 経 過 年 経 過 年 経 過 年





ス テ ップ3 保留地面積率(8.3%) 主要道路との位置関係
道 路 面積 率
(22.4%)
ス テ ップ4 田 畑面 積 率
(24.1%)
地価 宅地面積率(69.0%〉




田 畑面 積 率
(1.2%)
ステ ップ6 主要道路との位置関係 宅 地 面 積率(16.8%) 地価
ステ ップ7 施行者 道 路 面積 率(21,6%) 主要道路との位置関係
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20.1は じ め に
「ミニ開発」に代表される低質な住環境水準を持つ住宅地の開発に際 して、最も一般的な宅地開発
注1)手法とし















%と最も多く、会社のうち 「住宅関係」は12%、「土地関係」は8%と 比較的少ない。 しか し、年間


































































せて きている。 また、地域別 では中心部 に近 い程 「個人」 の占める割合が大き く、遠 くなるに従 って
会社 が多 くな って いる。
注5)位置指定 され
る道路形態 は、近年 にな り明確な基準が定 め られ るようにな った ためかな り画一的



















市 町 村 界
都市計画区域
、「






m」 が58%と最 も多 く、次 いで、 「4.0～4.4m」14%、 「6.0～6.4m」11%とな ってい る。平
均は4.9mであ る。 また、図20-4の カテ ゴリー区分 によると、延長では基準 と関連す る35mを含む
「30～39m」が32%と最 も多 く、次 いで、それよ り短 い 「20～29m」20%、 「10～19m」12
%と な って いる。一方、40m以上 のものも34%と比較的多 く、さ らに100m以上が12%あるな ど、延
長の長いもの もか な り存在す る。平均 では63.9mで ある。
位置指定道路 の分布 を市街化 区域内の町丁 目をべ一スとす る地区区分で示 してい るのが図20-5で
ある。それによ ると、中心部 で指定が少な く、全 く指定道路のない地区 も多 く存在 し、指定が ある場
合もほとん ど 「1～4件 」 と少な い。多いのは南部及び西部 の既成市街 地に連担 した地域で、20件以
上あるものが6地 区 み られ、最 も多いのは64件であ る。 また、中心部よ り遠い地区 には比較的少ない。
このよ うに道路位置 指定 による宅 地開発 は都市周辺部での新開発 がほとん どを 占めていることが地方
都市のひ とつの特徴 であ ると思 われ る。




























表20-1位 置指 定道路 の形態(郊 外)B
単位:m

















11 10 5 29




延 長 36.9 271.0 2.OE
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図20-8

























































































































































はBま たはDが 多い。図中に示す以外にも道路位置指定によると思われるものがかなりみ られる。こ
れらは古い時期のものであろう。道路位置指定は全くランダムに発生 し、それぞれの開発は単一的で
ある。位置指定道路の接続性はほとんど確保 されない。また、かなり密集 して道路位置指定がされる













いう性格を持 っている。そのため、多くが集団的宅地開発の手法として用い られているにも関 らず、






















































2)ここでは金沢市,松 任市,野 々市町,鶴来町,内 灘町,津 幡町の2市4町 を指す。これ らで人口約54万
人である。
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いにより、それ らがおのおの果す役割 りは段階的に変化する。基本的には幹線道路か らサービス道路

































21.2調 査 概 要
調査は金沢市の既成市街地を貫通して流れる犀川の両岸地域に立地する9小学校に調査票の配布 ・
回収を依頼 し、小学校5年 生を通じて実施 した。調査票への記入者は5年生の保護者 としている。5
年生に特定 したのは、図21-1に示すように、児童のこれまでの事故経験や 「ひゃ一とした」経験、
日常の遊び場、道路上の遊びの種類などを調査内容に含むため、そうした事柄に関わりが深いこと、
























1.長土 塀 95 93 97.9 8,300 2,100 72 115 4.49
2.長 町 50 50 100.0 5,000 1,800 42 119 2.79
3.新竪 町 84 82 97.6 8,600 3,300 103 84 2.50
4,菊川 町 126 121 96.0 10,900 3,500 83 131 3.41
5.南小立野 151 145 96.0 9,300 2,700 376 25 5.33
6.中村 町 121 117 96.7 9,900 3,600 135 74 3.25
7.野 町 114 113 99.1 9,000 2,900
1、
82 110 3.88
8.十 一 屋 234 224 95.7 16,800 5,100 613 40 4.42
9.泉 野 189 173 91.5 11,900 3,800
■
129 92 4.59
合計(平均) 1,164 1,118 96.0 89,700 28,、。。11,635 56 3.89
*人 口,世 帯 数 はS.50.10.1現在
一236一
子供と道路 との関わり 回答者 の 社会階 層

























































・自動車 は家の前 まで来 る二とが で きる
・歩行者 ・自転車は危険
・交通規 則を中心に対策 され'る










2.歩 道 整 備 型
(侠くて も歩道 を整備す る。)
・自動車 は家の前 まで来 ることがで きる
・歩行者 は一応安 全だが,自 転車 は依然
として危険
・住民の合意が得 やすいが経費がかか る
・自動車専用部分が 多 くス ピー ドが 出や
す い
3.歩行者路型
(歩行者専用 とし,特 定のサー ビスIlqゴミ収集 車等)以外は 白動 車を通そ1禁止にす る)
・自動 車は幹線道路 沿いな どに まとめ て駐車
し,家 の前 まで来 れない
・歩行 者 ・自転車 は安全
・道 路が 遊び場 。憩 いなと生活空間 と して使
える










i= .欄1 一 賜 ＼1
剰二甥 識 騨欝
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30～34才 35～39才 40～44才 45～49才 50才 代 6σ才代以上 合 計
3 22 231 254 88 24 1 623男
(0,5)(3.5)(37.1)(40,8)(14.1)(3.9) (0.2)(100,1)
女
2 102 208 75 13 8 1 409
(0.5) (24.9)(50.9)(18.3)(3.2) (2.0) (0.2)(100.0)
5 124 439 329 101 32 2 1,032合計 (0.5)







では一戸建が8工%とほとんどを占め、長屋建5%、1,2階 アパー ト4%、3階以上アパー ト10%と
なっている。アパー ト以外の接地型住宅が86%にのぼる。住宅の前面道路の歩道の有無では、歩道の
あるのが16%と比較的少なく、路側帯のみある道路が9%、 何 もない道路が75%とかなり多くなって




































歩 車 混 合 型
51 13 11 101 9 1 12 32 44 274一
(18.6)(4.7)(4.0)(36.9)(3,3)(0.4)(4.4>(ユ1.7)(16.1)(100.1)
歩 道 整 備 型
249 25 8 31 15 4 2 10 1 345
(72.2)(7.2)(2.3)(9.0)(4.3)(1.2)(0.6)(2.9)(0.3)(100.0)一
歩 行 者 路 型
195 17 62 2 0 12 0 1 6 295
(66.1)(5.8>(2LO)(0.7)(0)(4.1) (0)(0,3)(2.0)(100.0)
合 計






何 もない道路 路 側 帯 ・ 臆 。あ、醜あ る 道 路 合 計
一
1戸 建 て
668 81 107 856
回
(78.0) (9.5) (12.5) (100.0)
長 屋 建 て ・
39 4 5 48
(81.3) (8.3) (1G.4) (100.0)
32 2 10 44
(72.7) (4.5) (22.7) (99,9)　
3階 以 上
ア パ ー ト
51 9 41 101
(50.5) (8.9) (40.6) (100.0)一
そ の 他
10 0 2 工2
(83,3) (o) (16.7) (100.0)
合 計





らの解放4%な ど他のタイプでほとんどみ られなか った項目が重視されている。





























? 33.6 39.4 270
23、435.740.9





















、…華iiiiii ii…「…=i…i…1・・'一, ;= ='===
30.2/ 39.6 / 30.2
1 iiiiii・';=iiiiiiiiiiii.i…liii'











































43.1/ 349 / 220
9
1 匿=
29.2 ＼ 46.2 ノ 24・.皇.一....
1
31.7/ 42.3 / 26.0
1
24.8/ 41.3 `。 33.9
22.5～ 38.2 39.2一i .
24.035。9





いる。 しかし、ごく一部を除きいずれの整備計画タイプも2割以上の支持を得てお り、また、多 く支
持されている社会階層でも5割以上の支持を得たものはない。それぞれの地区における細街路空間の
機能や構造の違い、住民意識などにより同じ社会階層でも異なる選択性向を示す ものと思われる。






クセス性を重視 し、アクセスが可能なこれら2タイプが多 く、7～8割 となる。しかも、車を2台以
上持つような場合、このことは車の利用度又は依存度がより一層強いことを意味しているが、この傾
































































































め・た麟 しないで騒%となり・女よ 震 越 糞 蓮 震
































































21.5歩道 のない道路 に対 す る意識 と整備計画 タイプ
調査では歩道のない道路に対す る意識として、そのような道路を運転 している時の意識、および、
歩行 している時の意識について尋ねている。車を運転している時の意識では、 「もっと歩行 し易くす
べき」が62%とかなり多く、 「もっと車を走り易 くすべき」は25%と4分の1で ある。 「何も思わな
い」は14%である。 これ らの意識別の整備計画タイプの分布を図21-12に示 している。それによると、




歩行 している時の意識でもはっきりそうした側面が表われている。 「いつも危険を感 じている」が75
%と圧倒的に多く、4分 の3に達 している。 「たまに しか危険を感 じたことがない1は18%であり、









































31.5 / 37.0 6,.31.51[ 【==.
28.3 38.3 33.4
図21-13歩 行感覚 と整備計画タイ プ
一243一
表21-5数 量化理論 による計算結 果(ケ ー ス1)




























39 216 2,35～39才 284 18
3.子供 の 遊
び場
56 92] 3.40～44才 207 2
4,車 の ア ク
セ ス




20 5 5.50才以上 25 261
6.騒音 か ら
の解 放 14 6971性 別 1.男 429一120 339(7)
(148)
7.整備 費 用










9.そ の 他 37一1 ,736
2渉行 しや













45 150 4.不 明 193 83
3.販売 ・サ















場 ・学 校 299 46
6無 職 75 一1 4,寺・神 社 ・
川 ・そ の 他
89 61











2.時々 運 転 80 17
2.バ ス 62 335 3運転 しない 211 90
3.バ イ ク 25 170
車の必要性




4.自転 車 65一213 2.あれ ば便
到/
205 13
5.徒 歩 56 一35 3.必要 な い 3 17
6.そ の 他 6 446 4.そ の 他 155一122












ょ っ ち ゅ う
72 57
2.長屋建 て 24 306 3.な い ・思い 出 せ な い 406 1
3.ア パ ー ト

















2・卵 躰 102 167 3,何も思 わな い 50 16
3.前面 道 路 11 157 住宅の所有
関係
1.持 家 488一19 72
(14)
(30)
4・謝 の道 12 312 2.そ の 他 177 53
5.車 ナ シ 142 152 子供の事故
経験










2.時 々 280 69 相 関 比 μ～;0.536











能になる利点がある。外的基準としては4つ のケースについて計算 を行 った。ケース1は歩車混合
















歩 車 混 合型(平 均=-1,094)
歩道 整 備型(平 均=0.243)

























も高 く、 交通事故の被害者になりやすい子供を十分考慮 した整備計画の立案には、本調査のように
大人を対象としたものばかりでなく、子供を中心 とする経験、意識を調査し計画へ反映させる方法が
必要であると思われる。
表21-6上 位 ・下位カテゴリー数量(ケ ース1)
順 位 ア イ テ ム カ テ ゴ リ ー カ テ ゴ リー数 量
1 整 備 の 重 視 点 9 そ の 他 ×10'3-1 ,736
2 整 備 の 重 視 点 7 整備 費用 の安 さ 一1 ,532
3 整 備 の 重 視 点 4 車 の ア ク セ ス 一1 ,350
4 整 備 の 重 視 点 8 住民意見のまとめ 一1 ,290
5 職 業 4 臨 時 ・ 日 雇 業 一530
6 住 宅 の 建 て 方 3 ア パー ト・そ の他 一261
7 通 勤 方 法 4 自 転 車 一213
8 遊 び の 行 先 2 近所の道路・駐車場 一205
9 運 転 感 覚 3 何 も思 わ な い 一182
10 通 勤 方 法 7 通 勤 ナ シ 一133
57 整 備 の 重 視 点 2 自転 車 の 安 全 216
58 性 別 2 女 219
59 年 令 5 50才 代 以 上 261
60 住 宅 の 建 て 方 2 長 屋 建 て 306
61 駐 車 の 場 所 4 近 所 の 道 路 312
62 通 勤 方 法 2 バ ス 335
63 通 勤 方 法 6 そ の 他 446
64 整 備 の 重 視 点 1 歩行 者 の 安 全 492
65 整 備 の 重 視 点 6 騒 音 か らの解放 697









整備の重視点の 「整備費用の安さ」、 「車のアクセス」、 「住民意見のまとまり易さ」がまずあり、












表21-7外 的基準 のケー ス別各説明変数 の相関順位(レ ンジ)










整 備 の 重 視 点 1 1 1 1
職 業 2 2 △4 △5
通 勤 方 法 3 3 2 4
住 宅 の 建 て 方 4 4 △7 02
駐 車 の 場 所 5 6 5 3
年 令 6 5 11 8
性 別 7 8 12 7
子供が屋外で遊ぶ頻度 8 ム エ1 06 ユ1
子供の屋外での遊びの行先 9 9 8 9
運 転 感 覚 10 10 10 10
車 の 必 要 性 11 07 03 △16
運 転 頻 度 12 14 9 06
子供 の ヒャー とした経験 13 13 16 13
住 宅 の 所 有 関 係 14 12 ユ3 12
歩 行 感 覚 15 15 14 15
子 供 の 事 故 経 験 16 16 15 14
相 関 比 〆=0.536 メ～=0.512 ノ=0.352 ノ=0.653
一247一






































今後、具体的な地域を取 り上げ、そこでの総合的な居住環境整備計画の立案 とそれに関連 した既成
市街地の細街路空間の整備計画策定、および、実現のための継続的な研究が必要であると思われる。




























































































む検討により最終的に旧市街地より1・地区、 錫 摺 乙ll鮒鱗 欝'騰 朝膣 工轍
新市街地よ り5地 区 を選定 した。表22-1に*3敷 地面積が100ガ未満の狭小宅地率
町 世帯数
人・密慶缶 持家建設*1 分譲建設*1
1975 1965 1975 戸*2 %*3 戸*2 %*3































































J 851 305 217 2 37 0 一
1


























地 0 282 6 35 20 9 22 37
一251一
表22-2共 同建てかえの成立条件


















〔a腱て方{b精 造 回 階数 【d}デザイン
専用又は併用
時間的条件 建 てがえ時期の一致 (建てかえの必要性指標と同 じ)
空間的条件 建戸の隣接 図上検索
公 的 支 援





























%と比較的高く、 しかも、持家で親の代か ら居住 している世帯も旧市街地の地 区で多い場合は2～













世帯主の 世帯主の * 持家で親の 戦 前
地 区 年齢が 職業が 持 家 代より居住 入 居
60歳以上 自営業 する世帯 世 帯
A 27.3 25.5 88.7 23.6 41.0
B 34.2 13.0 74.4 10.8 27.3
C 23.9 26.4 71.1 9.9 20.3
D 22.1 14.4 79.4 24.5 32.3
E 29.8 26.8 77.7 22.2 25.6
F 36.3 20.5 77.8 21.0 26.7
G 33.3 16.2 74.5 19.8 25.7
H 29.6 19.1 74.8 14.4 27.3
1 31.9 27.0 75.8 28.2 40.0
J 36.4 28.8 73.8 16.2 21.1
K 23.8 3.3 86.3 7.6 9.4
工 13.5 9.8 83.5 0.0 1.3
M 16.0 10.7 80.7 0.0 0.0
N 7.8 19.2 82.6 0.0 0.8
































A 110.975.6 94.3 63.779.8122.2
B 86.6 60.7 93.3 64.573.7105.9
C 107.169.2103.1 62.572.0115.7
D 131.393.4196.9 21.153.1 79.4
E 116.576.8102.9 64.378.6129.8






玉 11L8 82.4177.1 13.351.5 73.7
M 98.076.8144.9 22.558.9 78.9
N 116.687.9172.9 16.ユ 53.5 75.7












する部分の調査の流れを示すが、まず持家世帯に対 し 「今後、住宅地を改善する方法 として何軒かが
共同 して連続 した住宅を一体的に建設する共同建てかえが有望で、特に、敷地が小さかったり、間口













22.3共 同建 てか えへの参加 志向
表22-5に参加志向の分布を示すが、全体として 「参加しない」が58%と多 く、 「積極的に参加」







く、 「経 済的である」29%、「よい町づ くり
につながる」20%、「よい住宅ができそうで



























































































































































り厳 しいと思われる旧市街地で土地の有効利用をより重視 し、新市街地では経済性をより重視 してい
る。表22-7に不参加の理由の分布を示すが、新旧市街地ともに建てかえや建築時期の新 しい住宅を












向では 「金沢都市圏」が23%と最も多く、 「その他」が13%と最も少ない。ただ し、 「金沢市」より
「金沢都市圏」の参加志向などが多いことなどの理由は不明である。また、世帯主の職業ともある程
度の関わ りがみ られ、仕事等を通 じて地区への密着度が高いと思われる 「自営業」で参加志向が21%












と参加志向が多くなり低 くなると不参加志向が多 くなる。特に、建 ペイ率指標ではっきり表われている。
これらはいずれ も個別建てかえによる住居改善が容易な程不参加志向が多 くな り、逆に困難な程参加
志向が多くなることを示す。
次に、住宅属性との関わ りを分析するが、調査対象地区は住居系市街地より選定 しているため専用











技 能 ・現 業
管 理 職



































































%であるなど比較的多 くなる。これは、世帯主の職業の場合 「自営業」で参加志向が多くみ られたの
と同様の理由によるものと思われる。建て方の場合は一戸建15%に対 し長屋建17%とやや多 くなって
いる。図22-5にはい くつかの住居水準指標 と参加志向との関わりについて示 している。まず、設備
水準指標では風呂が無 し、便所が くみ取 り、台所が土間など一般的に設備水準が低い程参加志向が多
く、逆に高い層程不参加志向が高くなっている。同様のことが庭および住宅の側面通路など戸建住宅
としての敷地内空地の有無についても言え、それらが少ない程参加志向が高 くなっている。住宅の建




みても 「不良」と判定されたもの程参加志向が多 くなっている。さらに、住宅の外観の 「周辺住宅と
の調和」は表22-2に示す共同建てかえの成立条件のひとつである共同体意識の存在、特に周辺住宅
との調和の必要性評価 とその努力を具体的に示す指標であると思われるが、図22-5においても周辺
住宅と 「不調和」と判定 された住宅に住む世帯で不参加志向が高 くな っている。最後に、住宅の居住
水準をみると、第皿期住宅5箇 年計画による 「最低以下 」および 「最低～平均」で参加志向が高く、














































































参加志向の相関を示 している。まず、住宅の満足度では 「満足」または 「さしあたって困っていない」
層は参加志向が少な く、 「困っている点がある」では20%とやや多くな り、 「何とか しなければなら
ない程困っている」では36%と非常に高い参加志向を示す。住環境全体の満足度についても同様のこ
とがみ られ、 「かなり不満」では31%とやはり参加志向が多くなっている。また、建てかえの必要性























































































(オ ー ブ ンス ペ ー ス)
1 59.711ag旨器4旨
123・71 26.8149.51
































困 って い な い
困 ってい る
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i 27.5 6ユ.7 「
119・8 26.9 53.4 「機
1 35.6 26.71 37.81
(住宅の満足度)
















































3.周辺住 宅 との 調和
4。建 ぺ い率
5.住宅 の建築 時・期












18.伝統的 デザ イ ソ
19,車所有 状況











不 参加 志 向(一)
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注8)図22 -8居 住 意 識 と 参 加 志 向(数 量 化 第 皿 類)
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が必要であることを示 した。また,分析のための資料,デ ータの種類とそれぞれの特性,分 析方法の




























いて,我 が国の主要な居住形態である戸建持家世帯を対象として,林 の数量化理論第1類 を用いた多
変量解析を行 うことによりその規定要因を明らかに した。その結果,延床面積は当然敷地面積より大
きな影響を受けているが,そ の他では居住水準 と関係する世帯人数より世帯収入など世帯の経済力に
強 く規定されること,成長 した世帯や生まれた時より居住 している世帯が住む場合,延 床面積が比較
的大きいことなどを明らかにした。



















た。その結果,定 住(住 みかえ)志向は,住宅規模及び世帯主年齢 と強 く関わること,さ らに,敷地
面積や世帯収入などとも関わることを明 らかに した。
居住環境整備に関わる政策 ・制度 ・手法の適用とその評価にっいては,それらを実現手法の特性か
らみると,大き く事業 ・規制 ・誘導の3種類があることから,それぞれにっいて計画手法としての特




























第二には,市 街地整備に関する制度として,土地区画整理事業 と道路位置指定を取り上げ 金沢都市
一269一
圏を対象とし,既存業務資料などを用いて,そ の実態,問題点などを明らかに した。まず,土 地区画
整理事業では,金沢都市圏の場合,176事業により市街化区域の30%が基盤整備済みであるが,近 年,
事業数,面 積が減少 してきていること,全国平均より組合施行が多 く,小規模であること,平均市街
化率は54%であり,そのうち住宅地は81%であること,年間市街化率に影響する要因としては施行者
の種類,用 途地域,主 要道路との位置関係などがあげられること,な どを明 らかにした。次に,道路
位置指定による宅地開発では,そ の分布,件 数,開 発タイプ,開 発者の種類などについて経年的変化





や通勤方法と選択された整備 タイプは密接な関わりを持つこと,な どを明らかにした。 もうひとっは,




高さなどであること,また,調 査結果 に基づく図上検索では現地建てかえ方式の成立可能性 としては
2～3区画と小規模性を特徴としていること,な どを明らかにした。
23.2今 後 の課題














れる内容が高度になり,電子計算機の発達,デ ータ整備が進むに従ってかなり高 くなってい くものと
思われる。 これまでにそのような計画モデルとして実用的 レベルで開発されたものは少ないこと,本
一270一
研究で示 した数理的計画モデルはまだ記述的 レベルにとどまっていること,などか ら,今後,それ ら







るデータについて,そ の種類,内 容,地 域区分,収 集の方法,コ ーディング等データ化の方法,デ ー
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